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○議事日程 

   日程 第 １ 一般質問について 

   日程 第 ２ （議案第１号～第９号）平成１８年度那須烏山市一般会計・特別会計・ 

          事業会計予算について（質疑～委員会付託） 

   ―――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○本日の会議に付した事件 

   議事日程に同じ 
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［午前１０時００分開議］ 

○議長（青木一夫君）  おはようございます。続いてご苦労さまでございます。ただいまの

出席議員は３５名で、定足数に達しておりますので、ただいまから会議を開きます。 

 日程に入る前に報告いたします。地方自治法第１２１条の規定に基づき、市長以下関係部課

長の出席を求めておりますので、ご了解を願います。 

 本日の議事日程はお手元に配付のとおりでございます。事務局長に朗読いたさせます。 

〔事務局長 朗読〕 

 

議事日程 

平成１８年第２回那須烏山市議会定例会（第４日） 

   開    議 平成１８年３月１３日  午前１０時 

   日程 第 １ 一般質問について 

   日程 第 ２ （議案第１号～第９号）平成１８年度那須烏山市一般会計・特別会計・ 

          事業会計予算について（質疑～委員会付託） 

 以上、朗読終わります。 

                                    

     ◎日程第１ 一般質問について 

 

○議長（青木一夫君）  日程第１ 一般質問を通告に基づいて行います。なお、議会運営に

関する申し合わせにより、質問者の持ち時間を質問と答弁を含めて９０分としておりますこと

から、議長において時間を計測し、持ち時間の９０分を超えた場合は制止いたしますので、ご

了承願います。質問、答弁は簡潔明瞭に行うようこの際お願いしておきます。 

 通告に基づいて、３０番髙田悦男君の発言を許します。 

 ３０番髙田悦男君。 

〔３０番 髙田悦男君 登壇〕 

○３０番（髙田悦男君）  改めておはようございます。ただいま議長から発言を許されまし

た３０番髙田悦男であります。まず、具体的な質問に入る前に若干の時間をいただき、所感を

述べてみたいと思います。 

 今定例会において、たびたび出ている財政力指数、地方交付税について少し触れてみたいと

思います。財政力指数とは、基準財政需要額に対する基準財政収入額の割合を示すものであり

まして、これは周知のことでもあります。基準財政収入額の主なものは市税、つまり地方税で

あると言えます。この地方税と所得税を初めとします国税とを比較した場合、その比率は２対
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３になります。しかし、歳出ベースで見ると、地方と国が逆転をして３対２になるのでありま

す。 

 本来、歳出ベースに合わせるべきであるが、現状は地方に入るべき税を国が先取りし、能力

が低いと見ている地方へ交付税として分配しているだけではないかと私は見るわけでございま

す。したがって、地方と国の比率を３対２に変えるというような税制の抜本的改革なしでは、

三位一体の改革、地方分権は語れないと考えるところでありますが、皆さん、いかがでしょう

か。 

 それでは、これより既に通告済みの４点について質問を進めてまいりますが、市長の意を用

いた答弁を期待するものであります。今や携帯電話は、私どもの生活にとってなくてはならな

い必需品であり、生活道具の一部にさえなっていると言っても過言ではないと思います。しか

し、携帯電話事業者間の熾烈な値下げ競争により、事業者自体において体力低下が見られるよ

うになってきたと思います。そのため、過疎地等においては、世帯数が少ないことなどによる

採算性の点から、携帯電話のサービスエリアの拡充が促進されない状況にあります。 

 要因としては、鉄塔や送受信施設が高価であること。携帯電話の基地局から交換局までの伝

送路費用が高額になることが挙げられます。那須烏山市内においても民間通信事業者の携帯電

話サービスが提供されない東部地区、電波送受信感度が非常に悪い市の南部、北部地区、一般

的には携帯電話の不感地域とも言いますが、対象地域の市民からはその解消を求める強い要望

があります。もしこれらが解消されることになれば、児童生徒の安全対策や災害発生時におけ

る緊急連絡、消防の出動指令、市内を訪れる観光客の利便にもつながることと思います。地域

間情報格差の解消に向け、市として取り組む考えがあるかお聞きします。 

 ２点目として、林業の振興策についてお尋ねいたします。初めに２月１６日に行われました

第１回那須烏山市育樹祭に参加をいたしました。久しぶりに子供たちの輝いた瞳を見たような

気がしました。のこぎりを使った枝打ちでは、太い枝が切れると、やったと叫ぶので思わず拍

手を送りました。また、回転しながら上昇する枝打ちロボットでは、枝が落ちるごとに歓声が

上がり、小雨をものともせずに頭上を熱心に見上げておりました。何よりも楽しみながら好奇

心を持ち、物事に取り組むことが、継続性あるいは向上心につながるものと再認識をした次第

であります。 

 さて、全国的に間伐の必要性が大きく取り上げられておりますが、那須烏山市内においても

まだまだ未施業の山林が多く見受けられます。那須烏山市として環境保全、水源の涵養、災害

対策の面から、その取り組みをさらに進めていくことが重要であります。今後の方針について

市長にお聞きしたいと思います。 

 次に、わが市の地の利を生かした里山オーナー制度創設の考えを市長は持ち合わせているか
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お聞きします。かつて里山は農業林として重要な樹林でありましたが、昭和３０年代以降は手

入れが行き届かない人工林や雑木林にその姿を大きく変えつつあります。しかし、里山は多面

的機能を持っており、近年ではさまざまな手法で整備し、環境林として活用する動きが広がっ

ております。オーナー制度はその１つの手法として全国的に実施され始めています。県都宇都

宮から３０分の距離にあるわが市のなだらかな地形は、その条件に合致しており、交流人口に

も結びつくものと考えております。 

 ３点目のごみ資源については、南那須地区広域行政組合長の立場としての大谷市長にお尋ね

いたします。まず、１２月議会で質問しました新聞折り込みチラシの資源ごみ化の問題は、こ

の４月から早速実施されることになりましたので、焼却残さの減量につながることと期待をす

る次第であります。 

 広域行政組合で管理する資源ごみ、新聞紙、ダンボール等の処分については、現在トン当た

り３,０００円から５,０００円の引き取り料として年間約６０万円程度支払っているようです

が、市場価格の動向に合わせた処分方法の検討が必要であると思われます。市長の率直な考え

をお尋ねいたします。 

 最後の４点目は、スポーツの振興についてお聞きしたいと思います。体育協会の合併等、平

成１８年度は課題山積でありますが、社会スポーツの振興について、その具体的な振興策や方

針などをお聞かせ願いたいと思います。 

 次に、南那須武道館は建築後２０年、柔道、剣道、空手など旧南那須町の武道のメッカとし

てその大きな役割を果たしてきました。近年、床の傷みというよりは、中央部分が下がったた

めに傾斜がつき、柔道での立ち技などはかけることも控えざるを得ない。寝わざの練習しかで

きないとも聞いております。けが防止の点からも早急な改修を求めるものであります。 

 以上、１回目の質問といたします。 

○議長（青木一夫君）  市長大谷範雄君。 

〔市長 大谷範雄君 登壇〕 

○市長（大谷範雄君）  ただいまは３０番髙田悦男議員から、地域間情報格差の解消につい

て、林業の振興について、資源ごみについて及びスポーツの振興について、以上４項目にわた

りましてご質問いただきました。その順序に従いましてお答えを申し上げます。 

 まず、地域間情報格差の解消についてであります。議員のご指摘のとおり、近年の情報通信

技術の飛躍的な進展を背景にいたしましたＩＴを利用したサービスは、急速に地域社会に浸透

いたしておりまして、住民の生活や社会活動に不可欠なものとなってきております。特に高速

インターネット回線の整備、携帯電話の不感地域の解消と平成２３年度を期限といたしました

地上デジタル放送の完全移行に伴う難視聴対策については、早期に解決すべき重要施策として
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位置づけ、地理的要因による情報格差を是正するための地域情報化計画を早期に策定する中で

検討することとしております。 

 ご質問の携帯電話の不感地域でございますが、大木須地域において、過去に通信事業者に施

設整備の要望をした経緯がございますが、採算性等の面から新たな施設整備は行わない旨の回

答を得ております。また、ＡＤＳＬや光ファイバー回線等の高速インターネット回線について

も民間による施設整備の予定は現在のところ未定、このような状況になっております。 

 今後でございますけれども、市全域の難視聴地域、携帯電話の不感地域、そして高速インタ

ーネット回線の未整備地域を調査をいたしまして、その対応を検討してまいりたいと考えてお

ります。携帯電話の鉄塔施設の整備に関する国庫補助事業につきましては、辺地等の条件があ

るほか、総事業費の６分の１が通信事業者の負担となり、また整備をした施設の運用、保守の

費用も事業者の負担となることなど、採択条件が厳しいことから、市単独による整備も後年度

負担を熟慮のうえ検討せざるを得ないと考えております。 

 今後烏山地域において、整備を計画をいたしております防災行政無線の整備に合わせまして、

地上デジタル放送の難視聴対策、携帯電話の不感地域対策について、地域情報化計画の中でそ

の整備方針を明確にしていくとともに、引き続き民間業者への協力を要望してまいりたいと考

えております。 

 林業の振興についてお尋ねがございました。那須烏山市総面積１万７,４４２ヘクタールで

ございまして、森林面積は８,１３０ヘクタール、総面積の４７％を占めております。そのう

ちの杉、ヒノキ、人工林面積は３,５０１ヘクタールでございまして、人工林率は４５％で、

県平均を下回っている実態にあります。間伐の必要性につきましては、健全な木材生産機能の

ためばかりでなく、山の保水能力を維持し、山崩れや大水の防止にもつながるなど森林の公益

的機能に役立っております。 

 しかし、木材価格の低迷、林業労働力の減少・老齢化等によりまして、個人の間伐作業が滞

っている状況でございますので、市といたしましては、平成１４年度から国庫補助の緊急間伐

実施事業によりまして、森林組合が事業主体となり２９３ヘクタールの間伐を実施しておりま

して、平成１８年度から平成２２年度まで４２９ヘクタール整備する計画になっております。 

 今後の方針につきましても、市の森林整備計画に基づきまして、有利な補助事業を活用する

ことにより間伐を推進するとともに、広く市民に間伐の必要性について啓発、啓蒙してまいり

たいと考えております。 

 里山オーナー制度の創設の考え方につきましてお尋ねがございました。里山オーナー制度に

つきましては、最近放置されております森林がふえておりますけれども、一方、自然の安らぎ

を求め、森の中で体を動かすなど、身近な里山を活用したいと思っている都市住民がふえてお
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ります。 

 このような状況の中で、森林所有者にも所得になり、オーナーには楽しみながら森林づくり

を体験できる制度として全国の先進地で里山オーナー制度ができております。先進地の事例で

ございますが、一定の利用料を支払っていただきまして、５年間１区画約１,０００平米の里

山を借りたうえに、活動内容といたしましては指定されました立木以外の木を伐採し、自由に

利用したり、原木きのこ（シイタケ、ナメコなど）の栽培ができ、森林浴をしたり、１０平米

以下の小屋を建てることができるというような制度であります。 

 本市には豊かな里山が残っておりまして、里山の有効利用を図り、林業の活性化のためにも

オーナー制度の創設に向け、栃木県の指導もいただきながら、森林組合、林業振興会等の協力

を得ながら検討させていただきたいと考えております。 

 資源ごみについてご質問がございました。南那須地区広域行政事務組合での対応でお答えを

申し上げたいと思います。ご質問の資源ごみにつきましては、議員のご指摘のとおりにするこ

とが望ましい、結論から申し上げますとそのようなことであると思っております。昨今の社会

情勢を見ますと、中国経済等に支えられまして、多くのものが高騰する状況にございます。そ

のような中で、資源ごみとして出されましたものが幾つかございますが、アルミ缶を除くほと

んどのものが小額で買い上げられまして、そのものを運ぶために運送料が経費としてかかって

おりまして、目に見えた収入になっていないのが実情であります。 

 また、取引業者につきましても、景気のよい時期には資源ごみを引き取りますけれども、景

気が悪くなると引き取りを制限する業者もありますことから、現在は、ほぼ一定の引取業者に

お願いをしている。このような現状もございます。今後につきましては、ご指摘もいただいた

こともございます。あらゆる方面から検討して循環型社会の形成を図りたいと考えております。

ご理解いただきたいと思います。 

 スポーツの振興についてのお尋ねでございます。このスポーツの振興につきましては、社会

情勢の変化に伴う余暇の増大と、高齢化が進む中、運動不足、疾病による体力の低下などによ

る生活の不安と相まりまして、最近、健康への欲求が急激に高まってきております。このよう

な中で、スポーツ、レクリエーションは心身の健全な発達を促すばかりでなく、明るく豊かで

活力に満ちた社会づくりに重要な役割を果たす生活文化の１つとして認識されております。市

民のスポーツ、レクリエーションに対するニーズが多種多様化をしてきている実情でございま

す。 

 これらの対応策といたしまして、各種体育施設の整備充実はもとより、指導者の養成、スポ

ーツクラブや体育団体の育成強化に努めまして、スポーツの普及のためスポーツ、レクリエー

ション祭、マラソン大会、市内一周駅伝等の各種大会を開催しております。 
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 今後、各体育施設の充実や利用の状況を図り、すべての市民がスポーツ、レクリエーション

に参加できるよう、各種大会やスポーツ教室を積極的に開催をしていきたいと考えております。 

 また、学校体育館の利用向上も図り、地域住民のコミュニティスポーツを推進するとともに、

地域にスポーツ少年団が定着するよう指導者の育成を強化し、生涯スポーツ振興のため総合型

地域スポーツクラブ育成に向けた事業を展開していきたいと考えております。 

 武道館についてお尋ねがございました。この武道館でございますが、柔道場１面、剣道場２

面を有しております。昭和６２年８月に開館をいたしました。現在、３団体が利用しておりま

して、年間延べ利用日数２５０日、延べ利用人数は７,４１１人の利用状況がございます。そ

のほか、年間を通しまして地区の大会等が開催されるなど、まさにご指摘のとおり武道のメッ

カとして今日に至っております。 

 約１０年前に、このホールと柔道場の中央の床が下がりまして、特にホールの壁と床のすき

間が５センチ程度になっている状況、これは議員ご指摘のとおりでございます。この原因は建

築時に盛土したための地盤沈下によるものと想定をされます。 

 改修方法でございますが、杭打ち基礎部は沈下をしていないことから、杭打ち箇所以外の部

分の基礎補強が必要であると考えております。これらの点を考慮いたしまして、さらに専門機

関に詳細な調査を依頼し、今後このような改修に向けて前向きに検討してまいりたいと考えて

おりますので、ご理解をいただきたいと思います。 

 以上、答弁を終わります。 

○議長（青木一夫君）  ３０番髙田悦男君。 

○３０番（髙田悦男君）  それでは、再質問に入りたいと思います。 

 まず、地域間の情報格差の解消については、誤解のないように市民の利益を優先する立場、

市民の立場で質問を進めていたきいと思いますので、よろしくお願いします。 

 まず、地理的要因による情報格差を是正するための地域情報化計画を策定するという答弁で

もありますので、具体的な点については、その機会に譲るつもりであります。当面の取り組み

が求められるものについて、答弁の順番に従い申し上げたいと思います。 

 まず、光ファイバーは伝送路距離に左右されないことはご案内のとおりであります。ＡＤＳ

Ｌでのインターネットは電話交換局からおよそ５キロメートル、伝送路損失５０ｄｂ以内が利

用範囲の目安でありまして、距離に大きく影響されるのが欠点でございます。 

 月額３,０００円程度と安価ではあるが、ＡＤＳＬの利用範囲は限定をされることになりま

す。一刻も早い光ファイバーの導入が待たれるところでありますが、さきごろ３年間に３,

０００万加入の光ファイバー化を目指すという民間事業者の発表があったようですので、本市

においてもその見通しは明るいものと思っております。 
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 さて、総務省はＩＴ基本法に基づき携帯電話不感地区解消にかかる支援措置として、無線シ

ステム普及支援事業という補助事業を進めておりまして、このほど栃木県内第１号の支援事業

として、鹿沼市において鉄塔整備が着工されました。現在基礎部分の工事がなされているよう

です。事業の概要は国の補助として伝送路費用１０年間分についてその２分の１、残りの２分

の１は道路トンネル公団が負担をすることになっております。事業主体はＮＴＴドコモ、整備

費用は４,６００万円、費用負担についてはＮＴＴドコモが３,１００万円、栃木県９００万円、

鹿沼市６００万円ということであります。地元では、大きな期待を寄せております。 

 さて答弁のような民間事業者に協力要請をするだけでは、市場原理が最優先する民間事業に

おいて、何年たとうがその実現の見通しは不可能に近いと思われます。この際、鹿沼市の事業

を参考に取り組むことを考えてみてはどうでしょうか。 

○議長（青木一夫君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  髙田議員、ＩＴ関係については大変ご造詣が深いことで、日ごろか

らいつもご指導いただいておりまして、大変ありがたいことと思っておりますが、先ほども議

員からご提言をいただきました鉄塔整備等の民間委託、それと補助事業もあわせて、このよう

な考え方は、まさに私もそういった事業が取り組めればと考えております。鹿沼市の事例は、

まさに私どもが目指すＩＴ関係の携帯電話不感地域を何とかなくそう、それとあわせて住民が

最も利用するテレビの不感地域といいますか、そういったところも解消すべく考えたいと考え

ておりまして、このようなこともモデルとさせていただきまして、民間企業とタイアップをす

るような形で進めていければというような考え方を基本的に持っております。 

○議長（青木一夫君）  ３０番髙田悦男君。 

○３０番（髙田悦男君）  この点については県の担当課が情報政策課であります。したがっ

て、県との連携を密にとっていただいて、総務省の事業をなるべく導入するという方針ですぐ

にでも取り組んでいただきたいと思います。 

○議長（青木一夫君）  大谷市長。 

○市長（大谷範雄君）  こちらにも資料をいただいておりまして、栃木県の情報政策課、そ

して私どもも総務部内の担当者に早速指示をいたしまして、そのような対応をさせていただく

ように配慮したいと考えております。 

○議長（青木一夫君）  ３０番髙田悦男君。 

○３０番（髙田悦男君）  結論から申せば、整備費用が鹿沼の場合４,６００万円、そのう

ち地元の負担は６００万円ということでありますので、非常に有利な事業であると思います。

この点について合併特例債が適用になるのかどうか、もし見解があれば伺いたいと思います。 

○議長（青木一夫君）  市長大谷範雄君。 
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○市長（大谷範雄君）  これは確たるご回答はご勘弁いただきたいと思いますが、当然合併特

例債事業になる可能性は十分あるというふうに認識をいたしております。 

○議長（青木一夫君）  ３０番髙田悦男君。 

○３０番（髙田悦男君）  携帯電話の不感地域の解消については了解といたします。 

 続いて、間伐の必要性につきましては、今後の５年間で４２９ヘクタールを実施するという

ことですので、了解とします。ただし、平成１８年度の予算の中の林業費、県営作業道整備事

業補助金が対前年比３０％になっております。作業道の開設は間伐作業、あるいは間伐材の搬

出、山林の手入れをする上で最低必要不可欠な部分でございます。この大幅な削減をした理由

をお聞かせいただければありがたいと思います。 

○議長（青木一夫君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  大変申しわけございません。このことについては、数字的なことも

ございますので、経済環境部長に答弁させます。 

○議長（青木一夫君）  経済環境部長佐藤和夫君。 

○経済環境部長（佐藤和夫君）  林業振興費、全部で１８０万円でございますが、その中の

……。資料を調べますので、ちょっと待ってください。 

○議長（青木一夫君）  ３０番髙田悦男君。今調査していますから。 

○３０番（髙田悦男君）  具体的には昨年４８万円だったものが１５万円に減額されている。

この点について資料が整うまで休憩してください。 

○議長（青木一夫君）  休憩いたします。 

休憩 午前１０時３１分 

 

再開 午前１０時３３分 

○議長（青木一夫君）  休憩前に引き続き会議を開きます。 

 経済環境部長佐藤和夫君。 

○経済環境部長（佐藤和夫君）  大変失礼しました。県営作業道の林業整備事業につきまし

ては、前年４８万円、本年１５万円でございまして、事業費は５０％補助でございますので総

事業費が３０万円ということでございます。これは林業者の要望がなかったということで、こ

れで要望を満たしているということでございますので、ご了解いただきたいと思います。 

○議長（青木一夫君）  ３０番髙田悦男君。 

○３０番（髙田悦男君）  突然予算に入りまして想定外だったとは思っているわけですが、

今後、もしその要望がある場合には補正等で取り組む考えがあるかどうか、その１点だけお尋

ねをいたします。 
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○議長（青木一夫君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  大変申しわけございません。４８万円、１５万円ということでござ

いますが、今要望がなかったという回答でございますが、今後そのような要望等があるという

ことであれば、補正対応も検討させていただきたいと思います。 

○議長（青木一夫君）  ３０番髙田悦男君。 

○３０番（髙田悦男君）  その点は了解といたします。 

 ところで、昨年６月に県内の森林組合を初め林業や木材関係の団体、業者のほか宇都宮大学

農学部を助言者に、産学官連携の研究組織木質バイオマス熱源利用推進会が発足をしました。

栃木県に対し規制緩和を求めていたところですが、このほど栃木県は地球温暖化防止の観点か

ら、木くずを産業廃棄物として扱ってきた従来の姿勢を転換し、製材工場で発生する木くずを

木質バイオマスと認めることを決めたようであります。 

 この見直しによりまして、小規模施設のみに限っていました木くず焚きボイラー、この大き

さの制限が撤廃をされることになりました。ボイラー設置以外の工場から事業者が搬入した木

くずも使用可能になったわけでございます。木くずは原木を加工したときに発生する木材、こ

れだけに限られますが、コストの削減や小規模火力発電の燃料としての道も開かれることで、

木材業界に少しでも元気が出ることを願うものであります。この点については特に答弁は求め

ません。 

 続いて、里山オーナー制度創設の考えは了解といたします。 

 次に、資源ごみについて再質問いたします。資源ごみ処分費用につきましては、現在年間

６０万円、この６０万円が節約できれば貴重な財源でもあります。市民の感覚として見直しを

求めたいと思いますが、このことについては広域行政組合の業務でもあり、広域の議会の場で

発言できるよう私も全力で取り組んでいきたい。このように意を強くするところでございます。 

 最近、ごみ収集所から資源ごみの持ち出しを禁止する条例をつくった自治体がふえているよ

うです。わが市の場合、欲しい業者さんはどうぞ持っていってくださいと進めたほうが処分に

費用がかからないんですね。これが最良の方法であるということもできます。この点について

どのようにお考えか、市長のお考えを求めたいと思います。 

○議長（青木一夫君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  基本的には自由に持ち出しをしているようでございますが、基本的

には規制をかけていないということが、そのようなことになっているというふうに思っており

ますが、ご案内のように先ほども申し上げましたとおり、その市場価格がいいときにはそうい

ったところも大変顕著のようでございます。したがいまして、先ほど規制の条例のお話も言及

をされましたけれども、広域行政事務組合として、そしてこの那須烏山市の対応、そういった
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ことも広域行政事務組合と連携をしながら、どのようなことが本市にとっては一番ふさわしい

のか検討していくことが必要である。このように考えておりまして、今のままがいいというよ

うな考え方は決して持っておりません。 

○議長（青木一夫君）  ３０番髙田悦男君。 

○３０番（髙田悦男君）  私どもの自治会活動の一環として、ごみ収集所をきれいにしよう

という運動をこの１年間続けてまいりました。特に最近、新聞紙を持ち去る業者がおりまして、

私に問い合わせがありますので、それは見て見ぬふりをしてください。そのほうが市にとって

も出費が少なくて済む、そういうまことしやかな説明もしなくてならないんですね。したがっ

て、広域での取り組みが確定をするまでは私はどうぞ持っていってください、そのような形で

進めたいと思っています。 

 それでは、スポーツの振興についてですが、振興策については了解といたします。 

 南那須武道館の改修については、専門機関に調査を依頼して検討するという答弁であります。

改修の時期については触れられておりません。早急な改修を望む関係者にも説得力がありませ

んので、時期について市長の明快な答弁を求めたいと思います。 

 なお、体育施設の改修についても、合併特例債が適用になるのか、その辺の見解もあわせて

お願いをいたします。 

○議長（青木一夫君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  これは武道館の基幹的な部分でございますので、このことについて

は時期的には明確な答弁をいたしますと大変支障がございますので、できるだけ早い機会に補

修にとりかかっていきたいと思います。 

 合併特例債でございますが、私は道路の維持補修等投資的な経費については、基本的に合併

特例債を強く要望するよう、各部課に指示をいたしておりますので、このことも特例債適用に

なるよう努力していきたいと考えております。 

○議長（青木一夫君）  ３０番髙田悦男君。 

○３０番（髙田悦男君）  それでは、本年度を改修の検討期間として、平成１９年度からは

すぐにでも改修工事に着工できるというような答弁として解釈してもよろしいでしょうか。 

○議長（青木一夫君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  平成１８年度検討期間、平成１９年度から改修実現というようなこ

とに向けて最大限の努力を傾注してまいります。 

○３０番（髙田悦男君）  了解。 

○議長（青木一夫君）  よろしいですか。休憩いたします。 

休憩 午前１０時４２分 
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再開 午前１１時００分 

○議長（青木一夫君）  休憩前に引き続き会議を開きます。 

 通告書に基づき、２３番板橋邦夫君の発言を許します。 

 ２３番板橋邦夫君。 

〔２３番 板橋邦夫君 登壇〕 

○２３番（板橋邦夫君）  ただいま議長の許可をいただきました２３番板橋邦夫でございま

す。通告書に基づきまして質問をしてまいりたいと思いますので、執行部の前向きなご答弁を

期待する次第でございます。なお、私、風邪をひいてのどをやられておりますので、大変聞き

づらいと思いますがご容赦願いたいと思います。 

 また、本定例会は我々議員にとっては任期最後の議会でありまして、私はその最後の一般質

問であり、思い出に残る、そして大変意義の深いものと感じている反面、緊張と複雑な心境で

いっぱいでございます。 

 そうした中で、私の今回の質問は、市民の皆さんが身近に感じている問題、要望の３点に絞

りまして質問をしたいと思います。その１点目は、都市と農村の交流事業の展開についてと、

２点目は道路網の整備について、そして３点目は交差点付近の道路整備であります。 

 まず、都市と農村の交流事業については、近年グリーンツーリズムや農作業の一日体験など、

いろいろな事業が全国的に展開されてきているところであります。そうした中で、ご承知のよ

うに、近年観光、レジャーを求めての長距離ドライバーが多くなり、さらに女性や高齢者のド

ライバーがふえております。こうしたことから、より安全で快適な道路交通環境が求められて

おり、このような状況を背景として、休憩機能と都市と農村の交流機能、それらを備えた道の

駅が全国各地で建設されてきております。 

 既に全国では８３０カ所、関東地区では１２１カ所、県内では昨年藤岡町ほか２カ所できま

して、現在１４カ所設置されており、さらに四、五日前の下野新聞を見ますと、矢板市で道の

駅をつくる構想が出ているようでございまして、いずれもこれまでの施設については盛況を呈

していると聞いております。 

 こうしたことを踏まえ、私は議会の一般質問等でこれを取り上げまして、交通量の多い国道

２９４号線の城東地区あたりに建設してはどうかと執行部にただしてきましたが、よい回答が

得られないまま現在に至っております。なお、この道の駅の建設については、旧南那須町議会

におきましても、平成１４年度に塩谷 隆議員が取り上げて一般質問をしているようでござい

ます。 

 特に、那珂川の清流のあたりにできたならば、必ずやドライバーにとっては憩いの場所にな
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り、満足することは間違いないと私は確信しております。また、道の駅構内に特産物コーナー

等を設けることにより、市の農産物の流通販売を高め、産業の活性化に大いに役立ち、さらに

立ち寄ったお客の一部は市内観光、例えば市内の温泉、あるいは山あげ会館、和紙会館、ある

いは商店街等へかなり流れることも期待できる。観光産業にも大いにプラスになると思います。 

 したがいまして、道の駅はまさに地の利を生かした事業であり、交流人口の増加、地元産業

の活性化、雇用の創出等あらゆる面で地域の活性化が期待できる施設であると思いますので、

ぜひ前向きの姿勢で検討されますよう強く要望する次第でありますが、市長の考えをお伺いい

たします。 

 次に、道路網の整備についてお伺いいたします。市長は、選挙公約の中で定住人口の増加を

提言しています。このためにはインフラ整備や企業の誘致、住宅誘致事業を積極的に推進する

ことを掲げております。平成１２年に南一丁目地内に民間業者が建設省の支援を得て、新ふる

さとマイホーム事業として開発した住宅団地、高峰パークタウンは、その名のとおり自然豊か

なそして眺めのよい高台にあり、総区画数２７３戸で、すぐ近くには烏山中学校、そして烏山

小学校があり、すばらしい環境のところでございます。 

 現在は１００区画が売却され、完売率が３６.６％だそうでございます。そして入居者数は

３６世帯、入居率が２７.８％、３割弱でございます。こういうことで大変販売に苦労してい

るようであります。これは、土地価格の問題や交通の利便性等が原因であるのではないかと判

断されます。 

 特にここの団地は、国道２９４号線から入り通り抜けする道路が山坂で、しかも狭隘であり

ます。例えば滝方面へ抜ける道路あるいは老人ホームへおりる道路、あるいは烏山女子高等学

校のほうへ抜ける道路、非常に山坂で狭隘でございます。したがいまして、再び２９４号線に

戻るという生活道路であると言われております。 

 したがいまして、ここに住む人や住を求めて訪れた方は南に抜ける道路があれば、ＪＲ烏山

線滝駅の近くまで大変便利になり、この土地を求め、住む人も多くなるのではないかという方

が多いと言われております。また現在、向田、野上地区から通学する中学生は、交通量の多い、

国道とはいっても歩道も未整備な２９４号線を利用しており、この道路ができれば学校も近く

なり、安全な通学路として利用されることは間違いないと思います。 

 したがいまして、この道路ができれば生活道路として、また定住人口の増加と安全、安心な

通学路として確保されると思いますので、ぜひ前向きで検討されますよう強く要望する次第で

ありますが、市長の考えをお伺いいたします。 

 次に、県道宇都宮烏山線の高瀬地内交差点の道路整備についてお伺いいたします。私は通勤

のためにあの地内を何年も通っておりますが、ご承知のように高瀬交差点は変則的な十字路で、
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年に何回も危険を感じることがございます。烏山方面から宇都宮方面に向かって大金方面地内

へ右折する車両と、宇都宮方面から来て森田方面へ右折する車両が交差する際、大金方面へ右

折するため直進車両の通過を待って停止していると、森田方面へ右折する車両が急に直前に右

折したり、また、烏山方面から宇都宮方面に向かう直進車両の進行を妨げたり、大変危険な状

態が続いております。これは、変則十字路のためにこのような状態になるのであって、大きな

事故を未然に防ぐためにも、道路の整備が必要だと思います。 

 このような不安を解消するためには、大金方面から森田方面へ通過する直進できる道路整備、

現在はやや左折して直進しているという状況でございます。この道路整備が必要だと思います

が、市長はどのように考えておられるか、お伺いいたしまして、第１回目の質問を終わります。 

○議長（青木一夫君）  市長大谷範雄君。 

〔市長 大谷範雄君 登壇〕 

○市長（大谷範雄君）  ただいまは２３番板橋邦夫議員から、都市と農村の交流事業の展開

について、道路網の整備について及び高瀬交差点地内の道路整備について、３項目にわたりま

してご質問をいただきました。順序に従いましてお答えをいたします。 

 まず、都市と農村の交流事業の展開についてであります。道の駅の機能でございますが、ド

ライバーの休憩、地域の観光、名産、人情に触れる場所など多岐にわたっておりまして、近年

各所に建設され、大半が活況と聞いております。これは議員のご指摘のとおりでございます。

この都市と農村の交流事業を備えた道の駅の設置であります。本市におきましては現在野菜直

売所が交通要衝に開設をされ、特産品の販売、場合によりましては道案内をするなど、十分と

言わないながらもその機能は果たしてきたところであります。 

 したがいまして、道の駅設置につきましては、今後、設置場所、規模、運営主体、建設経費、

あるいは運営経費、そしてご質問の都市と農村の交流人口の増加につながるような内容につい

て、今後策定をいたします新市総合計画の中で十分研究をしていきたいと考えております。 

 道路網の整備についてでございますが、高峰パークタウンから市道野上神長線に通じる道路

の整備につきまして、住民の方々からもご意見、ご要望をいただきましたので、私も現地を視

察させていただきました。確かに学校統合により、野上西部地区の児童の通学路といたしまし

ては、烏山小学校までの距離はかなり近くなることは十分に理解をいたしました。しかしなが

ら、高峰パークタウンからＪＲの路線までは急坂な道路となりますことから、多額の工事費も

予想されます。また、ＪＲからは当地域の小規模踏み切りをできるだけ撤去されるよう要請さ

れる中で、踏み切りの新設はもちろん既存踏み切りの拡幅整備することは大変厳しい状況にあ

ります。 

 一部の住民の皆さんからは、車は通さないで通学路としてだけ利用できる遊歩道的な整備で
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もよいのではないか。このような意見も伺えましたが、人家もない狭い道路で、さらには踏み

切りを横断をさせる通学路でありましては、子供の安全確保の面からも問題があると考えてお

ります。この道路整備については、今後高峰パークタウンの住宅建築や野上地区の土地利用の

状況を見ながら、これは慎重に検討させていただきたいと考えております。 

 高瀬交差点地内の道路整備につきましてお尋ねがございました。現在、県が進めております

主要地方道宇都宮烏山線の高瀬工区は、ご質問の高瀬交差点も含めての事業が計画をなされた

ところであります。事業用地につきましては、神長方面から高瀬の農産物直売所手前までおお

むね完了したと聞いております。当面は神長から直売所手前までの区間について重点的に事業

を進めまして、トンネル工事は平成１９年度から掘削工事に入り、一日でも早い高瀬トンネル

の供用開始を目指したいと聞いております。この見通しが立ってから、高瀬交差点について再

度改めて検討していくというのが現在の県の考え方のようであります。市といたしましては、

本事業の進捗状況を見ながら、高瀬交差点の事業着手について県に要望してまいる所存でござ

います。 

 答弁を終わります。 

○議長（青木一夫君）  ２３番板橋邦夫君。 

○２３番（板橋邦夫君）  それでは、２回目の質問をしたいと思います。この道の駅であり

ますが、この近辺には１２３号線沿いに道の駅茂木があり、２９３号線沿いには道の駅馬頭、

また道の駅喜連川がありますが、私も時々行きますが、どこも県外ナンバー、県内ナンバーで

大変車が多く盛況であります。 

 ことしの１月１日発行の全国農業新聞で掲載されました記事を見ますと、これは広島県三次

市の道の駅の例でございますが、道の駅株式会社君田２１が紹介された内容でございますが、

これは住民と行政が一体となり道の駅をつくり、地域の活性化を図っているということ。そし

て、交流人口がふえ、情報交換が活発になり、まちづくりに大いに役立っているということで

あります。 

 この道の駅をつくるきっかけは、現在は三次市だそうでございますが、合併前の君田村とい

う小さな村だったそうでございます。その村長さんが、君田のような小さい村は役場職員がリ

ーダーシップを発揮しなければならない。給料をもらって地域のことを考えられるのは役場職

員しかいない。役場職員が地域を変え、何かやれば失敗は批判のつきものであると、勇気をも

って事にあたれと、常に職員に言っていたそうでございます。 

 このような熱意と決断のもとに建設された道の駅の内容を見ますと、この会社は第３セクタ

ー方式で株式会社でございます。資本金が６,０００万円、うち市が４０％、市民が６０％、

市民の株主は２４２人だそうでございます。そして運営された道の駅であります。１株１０万
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円で市民であればだれでも出資できる。これまで８期連続年３％から５％の配当をしているそ

うでございます。総事業費は温泉掘削があったわけで、この施設を含めて市の投資額が１９億

円、県が４億円で、地域総合整備事業債や山村振興対策事業債、これらをもって建設したそう

でございます。 

 経営の基本となる入客者数は、県内外から年間３０万人が訪れまして、売り上げ高は６億円、

さらに７０人を超える雇用の場を創出しているということでございます。そのほか、道の駅が

できたために、地域の農業生産意欲が高まって、農産加工も活発になってきているということ

であります。 

 道の駅が成功する基本は、社員のやる気と、何と言っても交通量がポイントだそうでござい

ます。２９４号線の城東地区の交通量を県の土木課の調査課に聞きました。これは新しい資料

はまだ公開できる範囲でないということなので平成１１年のデータでございますが、朝の７時

から夜の７時までの１２時間で、平日が４,３５０台、１時間当たり３６２台だそうです。休

日が２,９６０台で、１時間当たり２４７台の交通量がある。現在では、これをかなり上回っ

ているのではないかということを言っておりました。 

 また、城東地区はご承知のように、大型スーパーベイシアを核にさまざまな店舗があり、人

の往来も多く、その上、山あげ大橋、興野大橋の下を那珂川が流れて、烏山地区では最もすば

らしい眺めがあり、道の駅にはもってこいの場所ではないでしょうか。この地の利、環境を生

かすことこそ町の活性化につながるものと思います。 

 多くの市民の方からも、烏山のあの辺にぜひつくってくださいという建設要望をよく耳にし

ます。この問題には先ほど市長の答弁がありましたように、新市の総合計画の中の位置づけで

検討していきたいという答弁がありましたが、内部で道の駅建設研究委員会というような組織

をつくって、ぜひ前向きに設置に向けてご努力を願いたいと思いますので、市長の考えを再度

お伺いいたします。 

○議長（青木一夫君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  お答えいたします。 

 まさに、板橋議員のご提言等については的を射たご提言である。まさに内容的にはすべて同

感であります。正直私も道の駅はぜひ欲しいというふうに思っておりまして、これはまちづく

りの中で、あるいはまちおこし政策の中での大きな政策の一つだろうと思っております。農業

を機軸といたしましたまちづくりを考えるときに、農業生産者とそして商業、工業がリンクが

できる道の駅、こういった構想でありたいと、このように考えております。 

 そのようなことから、ぜひ欲しいというふうに前向きな考え方で設置を考えておりますが、

ただ、今この場所、時期等については明確なお答えは避けさせていただかなくてはならないと
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いうことは、旧南那須町の議会においても道の駅設置を要望するご質問をいただいております。

実はそのときは、宇都宮烏山線の街道沿いにというようなことでいただいておりまして、旧南

那須町で交通量等も調査をさせていただきますと、あのときの調査では烏山街道には１万２,

０００台ということですね。今の直売所のほうには田野倉と山中交差点のところから分かれま

して、大体半分ぐらいになるそうでございます。直売所前はあそこは６,０００台通るという

ことで、確かに交通量から言ってもふさわしいのではないかといったご提言でありました。 

 そのようなことから、今、板橋議員は２９４号線沿いに那珂川の清流沿いに、こういったご

提言でございますので、この辺のところの綱引き的なことになると、私も融和、融合を進める

上で大変問題が起きてきますので、そこのところを慎重にしたい。そういった懸念がございま

す。１カ所がいいか、あるいは希望によっては２カ所がいいかとか、３カ所がいいかというこ

とは、これからの仮称道づくり研究委員会等、そういったところで大いに住民のあるいは地域

の皆さん方ともお話し合いをしながら、やはりその辺は進めていかなければならないものです

から、その点はご理解いただきたい。したがって、この趣旨は十分理解できますので、まちお

こし、まちづくりの大きな重要な政策と位置づけておりますので、総合計画の中では明確な位

置づけとしていきたいと思っておりますので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長（青木一夫君）  ２３番板橋邦夫君。 

○２３番（板橋邦夫君）  ただいまの答弁で、市長は前向きに検討したいということで大変

心強い答弁をいただいたんですが、確かに場所とか時期の問題、いろいろ旧南那須町との関係

もあると思いますが、この辺は十分綱引きをしないような形で建設にあたってやっていただき

たい。これは確かに規模によっては相当費用もかかるわけでございますので、私は先ほど言っ

た道の駅君田のような第３セクター方式、株式会社で住民から株主を募って資金を集めてやれ

ば、そんなに難しい問題ではないと思います。 

 それと、総合計画の中に位置づけて検討するということですので、超目玉としてこの問題を

ひとつ取り上げていただきたい。強く要望しまして、この問題については質問を終わりたいと

思いますが、市長の考えを再度お伺いします。 

○議長（青木一夫君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  繰り返しになりますが、改めまして合併をした那須烏山市のまちお

こし、そして農工商がリンクができて、生産者あるいは商業、工業についても、極めて経済効

果が高い道の駅は、私はまちおこし事業についてはふさわしい事業の一つであろうと強く認識

をいたしておりますので、この計画の中に明確にそのようなことを図っていきながら、具体的

実現に向けてさらに詳細な検討を加えていきたい、このように考えております。 

○議長（青木一夫君）  ２３番板橋邦夫君。 
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○２３番（板橋邦夫君）  ただいまの答弁で道の駅につきましては了解いたしました。ひと

つよろしくお願いをしたいと思います。 

 次に、道路網の整備でありますが、高峰パークタウンから大型農道下境神長線に接続する場

合、先ほども市長の答弁でありましたように踏み切りの問題がございます。ＪＲ烏山線の踏み

切りが１カ所あるわけでございますが、聞くところによりますと、踏み切りは新設は難しいの

ですが、移設はできるということも聞いております。これは大変難しいと思いますが、これが

可能であれば、農道へつながるような１本の道路ができればすばらしいと思っております。こ

の道路ができますと、先ほど申し上げましたように、通学路として危険な国道を通っていくよ

りもかなり距離が短くなります。そして、ＪＲ線滝駅を利用する場合とか、あるいは宇都宮方

面へ行くにも大変便利になり、団地も見直されて人口増につながるのではないかというふうに

思っております。 

 また、野上小学校が烏山小学校に統合する問題で、野上地区は大いに揺れ動いているようで

ありますが、将来、烏山小学校に統合されるようになった場合、多くの児童生徒が通学路とし

て利用できますので、統合問題も多少前進するのではないかと私は思うわけでございますが、

いかがですかね。このような点から見ても、ぜひとも必要な道路であると思いますので、それ

に向けてご努力を願いたい。なお、数人の地権者がおりますが、もともと協力する、あるいは

株式会社サンイズミですか、そこにも行って聞きましたが、ぜひそういう道路をつくっていた

だければ、生活道路として便利になるということであります。 

 どうしても線路の横断が難しければ、あそこに虻塚滝原線という道路があるんですが、これ

は以前にも拡幅陳情が出ているようでございますが、これらの拡張も含めて再検討できるかど

うか。その辺を再度お伺いいたします。 

○議長（青木一夫君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  烏山小中学校へのアクセス道路については、多くの議員から要望、

一般質問もいただいているところでございまして、改めて私も先ほどもお答えしたとおり、現

場に赴いてまいりまして、各担当者の説明も聞いたりいたしております。今回の定例会の一般

質問ほか議員の皆さんにもお答えをしたとおりでございますけれども、まずは通学路、子供た

ちの安全確保を最優先にした道路整備をまず第一に考えておきたい。これが一つのこの周辺の

道路整備に対する理念でございます。 

 そのようなことから勘案いたしますと、今、烏山小中学校に行く道路は大きく分けて３つあ

るのかなと思っているんですね。高峰パークタウン、そして旧烏山市街のほうから来る曲がり

くねった道路、そして烏山小学校の裏側から通じる神長におりる道路、この３カ所あるのかな

と思っておりまして、これは小さな乗用車ですと十分通行できるんですが、大型あるいはちょ
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っとした貨物乗用については無理な道路であります。ですから、この３カ所についての拡幅整

備をすることも、一番経費のかからない、効果の上がる整備なのかなということも実は考えて

おります。 

 今、ご指摘いただいたのは新道設置ということでございますので、地権者の皆さん方は数人

いるから大丈夫だというお話でございますが、そういったことも含めたり、踏み切りも含めた

りしまして、時間と費用といったものがかなり膨大になるなということは予想ができます。そ

ういうようなことで、高峰パークタウン等の定住人口対策についても触れられましたけれども、

やはりぜひあそこを満杯にしなければ、これは民間活力によって満杯にはなると思いますけれ

ども、できるだけ早く満杯にしたいと、行政としても支援はしたいと思っております。 

 そういう中で、行きどまり的なことがあると、やはりどうしても定住をしてくれと言いまし

ても不利な面が出てきますので、何とか大型でも通り抜ける道路、中学校を中心にした通り抜

ける道路の整備を最初にやるべきではないかということを、現地に行って感じております。そ

のようなこともありますので、道路の総合計画、整備計画をつくりますので、その中でどのよ

うな投資が、費用対効果が出るような道路整備が一番いいと思いますので、そのようなことも

含めながら、これも慎重に真剣に検討させていただきたい。新設道路についてはそのような考

えでございますので、ひとつ慎重に対応していきたいと考えております。 

 それと、旧来の狭隘な虻塚のところの道路も、これは旧道でございますね。あれも私、承知

はいたしておりますが、このことについては今の現道の拡幅ということでございますが、その

ようなことについては、これも道路整備計画の中で狭隘の部分の拡幅整備については、陳情、

要望が出ている箇所でございますから検討させていただきたいと考えておりますので、大きな

総合道路計画の中での位置づけになりますので、ご理解いただきたいと思います。 

 踏み切りの移設は、ふやすことはなかなか難しいのですが、移設は可能でございます。その

費用は恐らく全面市持ちであるかなと思いますが、恐らくＪＲ側はそのようなスタンスだろう

と思っています。 

○議長（青木一夫君）  ２３番板橋邦夫君。 

○２３番（板橋邦夫君）  この道路の問題でございますが、ただいまの答弁では道路整備計

画の中で現在の烏山小学校に通じる３本の道路、これを含めた中での検討をしていきたいとい

うことでありますが、南へ抜ける道路、今答弁がありましたように、踏み切りの移設は可能だ

ということになれば、どんなふうになるのか私も全然わかりませんが、これはすぐにというこ

とではありませんが、長期的な展望に立ってあそこの道路をぜひ新設をしていただきたいと強

く要望して、この問題については質問を終わりたいと思います。 

 次に、高瀬の信号機周辺の道路、これは先ほど申しましたように、大金方面から行くと左折
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して森田方面へ抜けるということで、何か変則的なんですね。あれは森田方面の道路を２０メ

ートルぐらい、ちょっと下へもってくれば直進するんですよね。信号機の移動を２本ぐらいす

ればそんなに経費はかからないと思うんです。 

 今、県道の改修を高瀬トンネルを中心にやっているようでございますが、高瀬工区の事業は

今の直売所までということで答弁があったようでございますが、それが整備次第、次の段階に

入るということですが、トンネルも聞くところによると平成２０年から始まって四、五年かか

るんですね、まだこれから。そうなると、かなりここの整備はおくれるのではないかというこ

とでございますので、ひとつ県のほうとも話し合って前倒しであそこの信号、交差点を改良で

きないかどうか。その辺を市長はどのように考えているか、お伺いしたいと思います。 

○議長（青木一夫君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  お答えをいたします。今、板橋議員からご提言をいただいた件は、

旧南那須町議会でも強い要望をいただいております一つでございます。私も常日ごろ毎日でも

あそこを通っている一人といたしまして、大変その危険性を感じております。県道、市道と交

差する部分でございますので、県の考え方の概要を申し上げますと、平成１８年度に土地の買

収、一括でやってほしいと思うんですけれども、これは予算関係上で平成１９年度にずれ込む

かどうかわからないんですが、平成１８年度中に南那須地区の土地を買収、そういたしますと、

それと今溜の上流の入り口、今木が伐採なっていますね、その辺の入り口の整備を平成１８年

度からやるというようなふうに聞いているんですね。既に伐採はされているようですけれども。

平成１９年度から神長地区からトンネル工事に入るということなんですね。平成１９年、２０

年、２１年、３カ年かけてこのトンネル工事を完成させたいという考えであります。 

 したがって、平成２０年から平成２４年度はさらにそれの今の県道分ですね、直売所まで、

そして残り神長地区の部分を取付を含めて平成２４年度完成という長丁場になっているんです

が、これは県の財政状況に強くかかってくるんですが、そこまで伸ばさないでやってほしい。

そうしますと、私は全体計画の中で、実は高瀬の交差点も前に入れたんですね、あそこも入っ

ていたんですよ。ところが、いつの間にかぼけちゃった。再度私の考え方では、さっき議員も

ご指摘のとおり、これはまず優先すべきだろうと、あそこの信号の拡幅は、そう思いますよ。 

 ですから、そのような要望は強く進めていきたいと思います。実は法線もできているんです

よ、直線の、こちらから大金へ行く。ところが森田のほうの市道に取付ができるという直線の

道路の法線はできております。あとは市としてもこの市道部分については、これは費用等につ

いてはぜひ合併特例債の事業でやっていきたいと思っておりますので、県事業と切り離すこと

なく、トンネルが終わってからやるというスタンスではなくて並行した形でやるように強い要

望をしていきますから、そのようなことで議会も一緒に要望に向けて、ご支援、ご協力いただ
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きたいと考えておりますので、よろしくお願い申し上げます。 

○議長（青木一夫君）  ２３番板橋邦夫君。 

○２３番（板橋邦夫君）  高瀬の交差点、今ご答弁がありましたように設計はできているよ

うでございますが、ただ県のほうの関係であそこが今度は除外されたというような経過がある

ようでございますが、ひとつあそこの工区と並行してできるように、県のほうへ強く要請をし

ていただければと感じております。 

 今まで３点につきまして質問をしてまいりましたが、市長の前向きな答弁をいただきました

ので大方理解をしました。今後ともまちづくりにつきましては十分前向きで検討されますよう

期待を申し上げまして、私の質問を終わります。ありがとうございました。 

○議長（青木一夫君）  答弁はよろしいですか。 

○２３番（板橋邦夫君）  結構です。 

○議長（青木一夫君）  以上で、一般質問がすべて終了いたしました。 

 休憩いたします。 

休憩 午前１１時４０分 

 

再開 午前１２時４０分 

○議長（青木一夫君）  休憩前に引き続き会議を開きます。 

                                    

     ◎日程第２ （議案第１号～第９号）平成１８年度那須烏山市一般会計・特別会計・ 

           事業会計予算について 

 

○議長（青木一夫君）  日程第２ 議案第１号から議案第９号 平成１８年度那須烏山市一

般会計・特別会計・事業会計予算についてを議題といたします。 

 本案については、去る３月７日の本会議において、市長の提案理由の説明が終了しておりま

すので、直ちに質疑に入ります。なお、所管委員会に関する事項については、委員会の審議に

おいて質疑されますようお願いいたします。 

 質疑を行います。 

 ２０番柴野正巳君。 

○２０番（柴野正巳君）  ４点についてお聞かせいただきたいと思います。 

 一般会計の４６ページ、農林水産費の地積調査で事業費に３,１７５万５,０００円を計上さ

れております。前年度に比べますと９０５万４,０００円ほどの増額計上ということになって

おりますが、ただいまの市長のお話にもありましたけれども、旧南那須地区では既に７８％の
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進捗状況であるということでございますけれども、旧烏山ではどのくらいの進捗状況かお聞か

せいただきたいと思います。また、本年度はやることはやるんですけれども、重点的にどこが

行われるか、この先何年ぐらいでこれが完了するのか、お聞かせいただきたいと思います。 

 それから、４９ページ、観光施設費で山あげ会館の施設整備費が２,０００万円ほど計上さ

れておりますが、これはどのような整備なのかお尋ねしたいと思います。 

 次に３番目、７９ページ、負担交付補助金のところで、戦没者の追悼執行補助金、本年度は

１００万円が計上されておりますが、前年度と比べますと６０万円増額となっております。こ

れは今までですと、旧町単位で戦没者の慰霊祭が行われていたと思うんですけれども、ことし

からは何か別な方法で考えておられるのか、この６０万円の増額の要因をお聞かせいただきた

いと思います。 

 次に、８８ページの成人式の実行委員会の交付金、これは７０万円の予算が計上されており

ますが、前年度に加えまして３０万円増額となっています。これも先ほど申し上げたように、

旧町単位でなくて１カ所に集まってやるのか。あるいは別な趣向で行われるのかどうかお尋ね

します。 

 以上です。 

○議長（青木一夫君）  建設部長池尻昭一君。 

○建設部長（池尻昭一君）  お尋ねの地積調査事業についてご説明を申し上げます。まず、

烏山の進捗率は現在５６.０２％でございます。それから、増額の要因としては特に改まった

要因はございませんけれども、通常の業務の中での増額というご理解をいただければと思いま

す。 

 それからもう１点、今後どのくらいの期間を要するのかということでございますけれども、

今、調査計画区域から調査済みを引いた面積が約４９平方キロメートルございます。それで、

年度に消化できるのは０.５から１.０という大変小さな数字になってきますので、おのずとそ

れで計算しますと相当の年月を要するのかなという理解をしております。 

 以上でございます。 

○議長（青木一夫君）  経済環境部長佐藤和夫君。 

○経済環境部長（佐藤和夫君）  山あげ会館の２,０００万円の修繕についてご説明を申し

上げます。これは山あげ会館の冷房装置が昨年の夏故障いたしました。それによりまして修繕

するものでございまして、設計委託が１６０万円、工事請負費が１,８４０万円でございます。 

○議長（青木一夫君）  市民福祉部長雫 正俊君。 

○市民福祉部長（雫 正俊君）  戦没者追悼執行補助金ですが、従来も旧烏山と旧南那須は

戦没者の追悼を執行しておりましたが、旧烏山町の場合は彰徳神社の担当します彰徳会という
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組織が戦没者の追悼式を実施しておりました。そこへの補助金ということで平成１８年度はそ

れを戦没者追悼執行補助金ということで一つにしたということで、従来は２カ所でやっており

ました。 

○議長（青木一夫君）  教育次長堀江一慰君。 

○教育次長（堀江一慰君）  成人式実行委員会交付金の関係でございます。ご案内のとおり、

成人式につきましては、平成１８年１月につきましては両町で開催をされておりました。なお、

旧南那須町は町主催になりますが、烏山町におきましては成人式実行委員会という組織の中で

実施をしてきた経緯がございます。平成１８年度におきましては来年の１月開催になろうかと

思いますが、これにつきましては実行委員会を組織いたしまして、今のところといいますか、

現在の調整の段階では１カ所で成人式を実行したいということで、やはり市主催ではなくて、

成人者代表等からなります実行委員会を組織いたしまして、そちらのほうでイベントの企画等

について考えてみてはどうかということで、７０万円の予算措置をさせていただいたところで

ございます。以上です。 

○議長（青木一夫君）  ２０番柴野正巳君。 

○２０番（柴野正巳君）  ただいまご丁寧なご答弁をいただいたわけですけれども、地積調

査について、いずれ私も旧南那須の時点で質問したけれども、１５年先ぐらいまでかかるんじ

ゃないかというふうなことを聞いておりましたが、なるべく税の公正化なども加味して、早い

機会に完了していただくよう努力していただきたいと思うわけでございます。 

 次に、観光施設のほうは冷房装置の修繕だということで承知をいたしました。 

 ３番の負担金のところの戦没者の追悼は、ここで旧南那須だと町主催でやったが、旧烏山で

は別の方でやっているということでありますので、その関係で６０万円の増というふうに理解

してよろしいんでしょうか。 

 成人式については了解いたしました。 

 以上で終わります。 

○議長（青木一夫君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  地積調査について補足説明をさせていただきますが、一般質問でも

お答えをいたしましたように、旧烏山町の進捗度合いが大変おくれておりますので、平成１８

年度は、これはいずれにしても国策事業でございますので、県との協議はどうしても必要でご

ざいます。ですから、平成１９年度については拡大をしたいと考えておりまして、さっき言わ

れましたように、１.５からのヘクタールですと、おのずと南那須でさえ十五、六年はかかる

というような事業なんです。ですから、都市計画上あるいは今後の地域の活性化についてもこ

の問題は大変支障を来しますので、できるだけ多くの面積をやっていきたいと思っております
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ので、平成１８年度県との協議をさらに拡大すべく考えております。平成１９年度については

そういったところで地積調査班も今２班編成ですが、班をふやしてでも拡大をする方向で考え

ておりますので、ひとつご理解いただきたいと思います。 

 平成１８年度事業の場所については建設部長からお答えをさせます。 

○議長（青木一夫君）  建設部長池尻昭一君。 

○建設部長（池尻昭一君）  説明が漏れまして申しわけありませんでした。まず、調査地区

におきましては曲畑の１地区が０.５９平方キロメートルでございます。それと、小木須８地

区、１.０２平方キロメートルを予定しています。 

 以上でございます。 

○議長（青木一夫君）  ２９番小池清三君。 

○２９番（小池清三君）  私は３年にまたがり監査委員をやっていた関係上、一般質問を含

め質問を控えてまいりましたけれども、私としては最後の議会になりますので、何点かについ

て要望を含めたご質問をさせていただきます。 

 まず１点目は、このたび改正されました那須烏山市土砂等の埋立て条例の一部改正について

でございまして、特別予算には盛り込まれてございませんけれども、小規模であっても許可と

いうことになりますことから、市の公共工事につきましては市独自の指定の埋立て地あるいは

土砂と言いましても水を含んだものですぐに埋め立てできない土砂等も相当あるはずです。そ

ういったことから、市としてストックヤードといいますか、一時保管、そういう施設があって

いいはずというふうに思うんですが、これについて市長の考えをお聞かせいただきたいと思い

ます。 

 ２点目は、水道事業についてでございます。これは特別予算の金額については触れません。

これは有収率アップについてであります。このことについてはゆゆしき事態だというふうに私

は思うんです。これは前回の臨時議会で平成１７年度前半になりますけれども、決算がなされ

ました。それで、平成１５年、１６年、１７年の上半期を２倍にすると同じになるわけですけ

れども、この配水量と有収水量の差が平均して４０万立方メートルを超えるわけです。これは

日にちに直しますと、１日の配水量の５１日分にあたり、使用料に見積もりますと約８,３００万

円、使用料の未納分というのは４,４００万円あるわけですけれども、１年間に８,３００万円

のむだが出ている。これは改善対策が必要であるというふうに思うんです。ですから、これに

対した予算措置がどのようになっているのか。当然これは改善対策が必要に思われますので、

その点について伺います。 

 次には農業振興関係について２点お伺いします。まず１つは補助団体ですけれども、認定農

業者ですね。ご存じかと思いますけれども、平成１９年度からは国の施策が変わりまして、現
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在まで互助制度や何かで価格保証対策がなされてこられましたけれども、平成１９年からは、

ある程度の要件を備えた認定農業者あるいは集落営農組織に対象が変わります。一般の農家は

価格補てんとかそういったものにはほとんど入れないような状態になってくるわけですので、

これらについての平成１８年度は指導期間にあたると思います。そういった関係上から、認定

農業者の認定要件、それに指導体制をどのように考えているのか、お聞かせいただきたいと思

います。 

 次に農業振興の２点目ですが、特産品の開発。大谷市長はこれについては橋本町長、あるい

は神野町長、それに続いてこの事業はやはり継続してやってこられました。これは私の考えと

ちょっとしたずれがあるのかもしれませんけれども、特産品というのは市場の取り引きあるい

は利用の確保、そういうのが求められているわけです。私は直売所に特産品を並べるという考

えではございませんので、新たな開発というのは非常に大変で、行政だけでできるものとは私

は考えておりません。 

 したがって、当地域にあれば農協、あるいは県の振興事務所、そういうかかわりが必要であ

ると思います。手っとり早い話、私は量的なことを考えれば、この地方の農業生産物、米です

ね。販売量の多い米、あるいは畜産、牛肉、あるいはナシ、カボチャ、梅、そういうものがか

なりの面積を持っているわけでございます。こういうものをいかに１円でも高く販売できるか。

これは新しい言葉で言えばブランド化といいますか、そういう提唱になれば、必ず引き合いが

多く販売の金額も当然上がってくると思うんです。 

 ですから、そういったものの開発を特産品というふうに自分なりに言い聞かせているんです

が、仮に米で言いますとそういうふうな栽培方法、これを３年以上前になるかもしれませんけ

れども一般質問で大谷市長に発言したつもりです。ですから、うちのほうの那須烏山市という

ことではなく、那須地方なら那須地方あるいは栃木県なら栃木県、そういった角度から米なら

米の特産化を目指すんだ。そういったもとに私は特産品の開発をお願いしたいと思って、ここ

で発言させていただきます。予算については若干今までの５０万円なり１００万円なりの予算

では到底できないわけですけれども、そういったことを前提に私は考えているんです。 

 そして、ここの野菜の直売所ということじゃなくて、幸いにして旧南那須町とすれば東京の

豊島区との防災協定から始まりまして交流もしているわけでございます。こういう大消費地に

その販売拠点を設置して、そしてそこでこの地方の農産物を常時販売できるようなシステムを

構築していかなければ、この地方の農業はなかなかおくれていってしまうのではないかと考え

ますので、その点も聞かせてください。 

 それから、これはまことに所管のことにかかわりますけれども、あえて市長の考えをお聞き

したいと思いますので、お許し願いたいと思います。これは、予算の概要の中でも健康で安心
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して暮らせる、人にやさしいまちづくりのためにということで、健康づくり事業費というのが

若干載っています。これは健康カレンダーやそのぐらいのことで大した事業は行われないと思

いますけれども、この健康については、やはり以前から保健活動、各種予防接種事業とか、成

人、老人の健康診査、老人の健康指導、こういう事業を実施してきたわけでございますけれど

も、果たして今になってそれの対策を講じていたのでこの辺だと言えばそれまでですけれども、

俗に言う成人病、今の言葉で言えば生活習慣病が減る傾向にはないんですよね。ですから、こ

れは抜本的な見直しをしなければならないと思うんです。最近では生活習慣病が低年齢化傾向

にありまして、小学生にまで出ている。 

 そういうことでございますので、今後南那須地区とすれば、熊田診療所がございます。烏山

地区にも診療所がございます。そういう医師をキャップとした保健師あるいはそれらの栄養指

導される方、そういうチームをつくって保健あるいは食生活、これは乳幼児から心がけて進め

なければ、こういう健康維持というのはできないと思います。今まさに健康保険あるいは老人

医療、介護医療、右肩上がりのようにどんどん上がります。これは恐らく介護、医療なんかも

数年で倍になるのではないかという気配が見えるわけです。ですから、これは５年、１０年で

はなく、今の赤ちゃんが大人になって、またその子供からやっていかなければ、この地方のそ

ういう生活習慣病をなくす、あるいは少なくするということができないと思いますので、そう

いった取り組みをお聞かせいただきたいと思います。 

○議長（青木一夫君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  ５項目ほどのご質問をいただきました。まず、土砂等の埋立て等の

条例についての件でございますが、この市の公共工事等に関しましては、その水を含んだ残土

というようなことにつきましては、そのような場所の提供をという要望も含めたご提言でござ

いますが、これは公共工事というようなことであれば、その辺のところは配慮すべきものと考

えております。ご理解をいただきたいと思います。 

 水道事業の有収率につきましてお尋ねがございましたけれども、現在、旧南那須地区ですと

大変施設も上水道事業は順調に進みまして、整備が整っておりますけれども、逆に有収率は下

がってきているということで、今たしか５０％を割っている状況にあります。今度の合併を機

にこの導水管等のつなぎも考えておりまして、そういった意味では旧烏山町等の不足している

地域にもこのような有収率を高めるべく考えておりますので、那須烏山市合併後も全域として

この辺の有収率アップに努めていきたいと考えております。 

 認定農業者につきましては、議員ご指摘のとおり、国の農業に対する政策大綱が大きく変わ

ってまいりまして、認定農業者、担い手、営農集団型、こういったことに直接払いをというよ

うなことに変わってきておりますので、本市といたしましても認定農業者の育成はさらに拡大
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をしていかなければならないと考えております。したがいまして、認定農業者の条件等もござ

いますけれども、いろいろ県との協議もあるわけでございますけれども、市として、農業を志

す方にはできるだけ認定農業者になってもらうべく考えておりますので、この辺もひとつその

ような方向性だけは曲げるわけにいきませんので、国策に従いながら市の基準等も多少緩やか

にしながら、認定農業者を多くふやしていきたいと考えております。 

 特産品開発についてもお尋ねがあったんですが、確かに考え方は私も小池清三議員の考え方

と目的は同じでございます。今は試行錯誤、模索的に年間１００万円の開発費をもっていろい

ろ商品をやってまいりました。芽が出つつあるということもありますが、これは休耕田対策の

一環として考えたつもりでございますが、これが、つきましてはメジャーな商品でもって、先

ほど東京の市場にということでございますけれども、そのようなことも実は豊島区なりそうい

った東京都のおつき合いといったところがやはり目指すべきところでございますので、単に防

災だけでなくて多くの経済価値が上がるような、経済効果が上がるようなおつき合いをするべ

きといったことを考えております。ですから、目指す目的は同じでございますので、この辺も

ひとつご理解をいただきたいと思います。 

 それと健康づくりでございますが、今、健康づくり、生活習慣病というお話でございますが、

一般質問もいただいた糖尿からの透析患者が恐らくふえてくると思います。そういった意味で

は、医療も充実をしなければならないというような実態にございますが、それはそれで進めて

まいります。やはりそれにいく前までの疾病予防、介護だったら介護予防、こういった予防に

重点を置くべきことはまさに同感であります。 

 そういった一環で少子高齢化の潮流の中でご質問はあろうかと思いますが、使用料の減免措

置も政治的な判断をしたというふうに一般質問でお答えをいたしましたとおり、大いに健康増

進のために体を動かしていただく。あるいは健康づくりのために公共施設を利用してもらうと

いうのは、まさに平成１８年度の予算につきましては隠れた目玉、健康増進対策であろうかな

ということも言えると思うんです。そのようなことも織りまぜながら、疾病予防、そして介護

予防、これは当然喫緊の大きな課題でございますから、先ほど医師、保健師の話もありました

けれども、職員挙げて全庁挙げて健康づくりには取り組んでいくといった考え方のスタンスは

持っておりますので、これもご理解をいただきたいと思います。 

○議長（青木一夫君）  経済環境部長佐藤和夫君。 

○経済環境部長（佐藤和夫君）  認定農業者の要件に関する件かと思うんですが、私のほう

からお答えしたいと思います。認定農業者は現在、旧南那須が７６名、旧烏山が３３名、合わ

せまして１０９名いらっしゃいます。その中の認定農業者の認定の要件でございますが、年齢

制限とかそういうものはほとんどありませんで、所得が５８０万円以上あって、希望すれば今
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どなたでも認定されるという要件でございます。 

 以上でございます。 

○議長（青木一夫君）  ２９番小池清三君。 

○２９番（小池清三君）  それでは、再質問します。１番目の埋立て等の条例の改正につい

てでありますけれども、先ほど市長はそういう水分の多いものについてはという答弁がござい

ましたけれども、やはり下水工事あるいは道路工事で優良な残土が出る場合が相当あるんです

よね。これをただ埋め立ててしまってはもったいないという気もするんですよ。それをストッ

クしておくことによって、次の道路改良やそういった河川の工事等に振り向けられる土砂も相

当量あるわけです。ですから、私はそういうストックヤード、こういう施設を設置して、後の

ために購入土をわざわざ入れなくても、それを利用できる。そういう観点から申し上げたこと

でございます。 

 それと、次の水道事業です。これは確かに南那須、烏山という言い方は余りしたくないんで

すが、要するに４０万立方メートルを超える水が、簡単に言えばむだになっているという見方

なんですよ。ですから、これが半分になれば、今の水道の使用料の未納金分になっちゃうんで

す。ですから、これは改善対策が急務であると私は見ておりますので、ぜひそういうむだを省

いていただきたいということで質問をさせていただきました。 

 それと３番目の認定農業者でございますけれども、現在は一般農家でも価格安定保証という

のに加入すれば、３年間の平均で価格をある程度保証しますよという仕組みでございましたけ

れども、平成１９年からは認定農業者あるいは集落営農組織に限られるようになってしまいま

すので、ぜひそれらの集落営農組織の育成、それと認定農業者の育成を平成１８年度の一つの

農業振興の中では大きな課題ではないかなということで質問させていただきました。 

 先ほど部長のほうからの要件は特別なことはないようですけれども、前はある程度の５０歳

あるいは５５歳といった年齢制限もあったと思います。それと、兼業農家であっても、認定さ

れているというような話も聞くわけでございますけれども、そういう農家があるのか。あるい

は今後そういう要件を兼業の場合満たすことができるのか、その辺をちょっとお聞かせいただ

きたいと思います。 

 特産品については市長の考えも大分何回も聞いておりますので、ぜひこういう量の多い、私

は米農家でございますが、米が特産品になって、仮に１割買い入れアップとなれば３,０００

万円、５,０００万円の価格とは違いますので、そういった量の多いものをぜひ那須地方の特

産品に仕立て上げてもらいたい。そういう望みを託したいと思います。 

 健康づくりにつきましては、やはり生まれたときからの食生活が根本ではないかと思うんで

す。ですから、赤ちゃんを産み、育て、そういう時期に親子ともどもそういった保健あるいは
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食生活をきちんとしていかなければならないのではないかと思います。成人になってから疾病

予防、それも大切でしょうが、私はそれ以前の問題ではないかという考えがございますので、

そういった幼児期からの健康管理、食生活、これをやっていけば生活習慣病が減るというふう

に確信を持ちます。そうした特色あるまちづくりということを市長は唱えているわけでござい

ますので、そういった健康づくりの特色ある那須烏山市を育て上げていただきたいということ

から、質問させていただきました。よろしくお願いします。 

○議長（青木一夫君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  優良な残土につきましては、水の多い残土も定期的に出る。こうい

うことではないというふうに理解をいたしますので、その都度随時こういった公共事業につい

ての残土扱いについては対応させていただきたいと思いますので、ご理解をいただきたいと思

います。 

 水道等については、何と言ってもこの解消策といいますのは、やはり企業誘致、そして定住

人口をふやす。そして交流人口をふやして、その生活の極めて大切な水、そして優良な水を使

っていただくということが一番前向きで有収率を高める一番の手だてだと考えておりますので、

平成１８年度ぜひ全庁を挙げて対応をする礎をつくっていきたいと考えております。 

 認定農業者もご案内のとおり営農集団型、そして認定農業者、いわゆる担い手型というふう

に大きくさま変わりしている中での対応でございますから、多くの皆さん方に組織化をしてい

ただきたいし、また、そのような指導もしてまいりたいと考えております。兼業農家等の扱い

については経済環境部長から説明をさせます。 

 特産品はそのようなことでございますから、目的は同じでございますので、おかげさまで何

とかメジャー化になりつつある特産品も見えてきておりますので、そのような大量購買を目指

しながらやっていくことが特産品開発事業だろう。このようなことは私も同感であります。 

 健康づくり、過日、森井議員からも一般質問をいただきましたけれども、やはり家庭、学校

での食育は大変大事でございます。当然生まれてからの食生活、これは家庭の食育に頼らざる

を得ませんので、もちろんそういった行政としての赤ちゃんの生まれてからの指導というもの

も当然あるわけでございますけれども、これは行政としても健康増進のためにやってまいりま

す。そのような体制で家庭も地域も行政も一緒になった健康づくり、啓発促進運動を広げると

いうようなことが肝要であると思っておりますので、ご提言を旨に推進をしていきたいと思い

ます。 

○議長（青木一夫君）  経済環境部長佐藤和夫君。 

○経済環境部長（佐藤和夫君）  認定農業者でございますが、現在、兼業農家はいらっしゃ

らないと思っております。ただ、先ほど質問の中でおっしゃいました品目横断が平成１９年か
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ら取り入れられるわけでございまして、これは２ヘクタールとか３ヘクタールとか言われてお

りますが、現在の取り扱いについては緩和される動きもありまして、まず麦、大豆の実績をつ

くってくれということを言っておりますので、これから認定農業者に兼業農家の方も希望があ

る方は参入していかなくてはならないのではないかと思っておりまして、今認定しております

５８０万円についてもある程度見直しが必要なのかなと思っているわけでございます。 

○議長（青木一夫君）  ２９番小池清三君。 

○２９番（小池清三君）  おおむね了解しました。１点だけ最後の質問をさせていただきま

す。ただいまの認定要件でございますけれども、事実我々の年代は年金の関係もありまして、

経営移譲の時期に入っているわけでございます。現在の認定農家もそういう方がかなりいると

思います。それで、そういうふうになった場合には、当然勤めながらの農家ということになる

わけです。 

 その緩和というのは私はまだ勉強不足でわからないんですけれども、事実自分のことを見本

として、見本という言葉はちょっとまずいことがありますけれども、自分の実態から見ます。

私も平成１７年度から経営移譲して農家はせがれの名義でございます。しかしながら、私は健

康でありますので、大体の農家はやっていけます。そういうこと、それともう一つは、私は以

前から会社勤めもやり、農家もやり、最近になっては議員もやってきたわけでございますけれ

ども、現在認定要件になっている面積というのが４町歩、４ヘクタールですね。私はその４ヘ

クタールを上回る面積をそういうことで続けてこられたわけです。ですから、今の機械力の時

代に、兼業であっても当然４ヘクタールの面積を消化することは可能であるというふうに私は

思うんです。 

 ですから、そういった希望のある方は兼業になっても認定要件に入れてもらいたいという、

これは一つの要望です。でないと、平成１９年度からは、こういう要件を満たした農家以外は

所得安定策がとれないような状態になってきますので、ぜひともそういうことで指導、要する

に認定農家、それともう一つは今盛んに農林省で打ち出している集落営農組織の指導、これが

農業振興では、平成１８年度の最大の課題であると思っておりますので、ひとつよろしくお願

いしたいと思います。 

 しかしながら、先ほど部長が答弁されました勤めながら認定を受けているという方を私は聞

いておりますので、参考までに聞いたことでございます。ぜひ兼業になっても認定されるよう

な緩和策、指導もひとつお願いしたいと思います。 

 以上です。 

○議長（青木一夫君）  経済環境部長佐藤和夫君。 

○経済環境部長（佐藤和夫君）  品目横断の話が主になってくるわけでございますが、平成
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１９年から（「それはいいです」の声あり）これから認定農業者にならないと交付が受けられ

ないということが出てきますので、５８０万円では少し多過ぎる面もあると思います。例えば

条件の悪い山東のほうではそこまでの面積には至らないと思いますので、今、兼業にしても要

綱は３ヘクタール、２ヘクタール、４ヘクタール集団とあるわけでございますが、緩和を打ち

出している部分があるんですね。そういう面をよく研究しながら、実績をつくれば交付の対象

になってきますので、そういうふうに指導してお願いしてまいりたいと思います。 

○２９番（小池清三君）  了解。 

○議長（青木一夫君）  ２６番斎藤文男君。 

○２６番（斎藤文男君）  平成１８年度の予算関係に関してご質疑を申し上げたいと思いま

す。 

 平成１８年度当初予算ですね、大変ご苦労なさったのではないかというふうに思っているわ

けでありますが、合併をするにあたりましては、再々我々はいろいろな形の中で説明を受けて

きたわけでございます。特に、新市建設計画の中でも基本理念といたしましては、徹底した行

財政改革の断行、市長もこれを公約として語っていたわけでございます。そういう中で何名か

の議員の中からも一般質問等もございました。特に市長は、平成１８年度については補助金の

見直しをしたいというような答弁もあったわけでございます。 

 今回そういう中で予算書を見ますと、補助金等については２０億円という数字になってあら

われてきているわけでございます。確かに１,５００万円ほど減額にはなっておりますけれど

も、前も話しましたけれども、財政の見通し、シミュレーション、平成２６年度まで説明を受

けていたわけです。そういう中で、この補助金等を見ますと、平成１８年度は１７億円ぐらい

の見方をしているんですね。しかし、これを最初見ますと２０億円という数字になってあらわ

れているわけでありますから、３億円ほど違いが出ているわけでございます。 

 私は問題にしたいというのは、まだ始まってすぐにこういうふうに数字が違うんですね。五、

六年たってこういう数字の違いが出てくるというのであれば、なるほどというような形になる

んでしょうけれども、当初からこういうふうに違うということは若干不安を覚えざるを得ない

んですね。何のためにこういう形になっているのか、この辺、市長の考え方、とらえ方をまず

そのことについてもお尋ねをしておきたいと思います。 

 補助金関係を見ますと、何と言いましても地域、保安部分についての削減ですね。自治会関

係の活動というものについてはほとんどマイナスです。合併するにあたって一番市民の方が心

配していたのは、周辺部がさびれるんじゃないかと非常に心配していた部分なんですね。しか

しながら、予算書を見るとほとんどがそういう部分が削られている。この辺のところはちょっ

と問題じゃないのかなというふうに思うんですね。数字は本当に上がっちゃったんですね、３
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億円も、当時からすると。上がっているかわりに、周辺部のそういった部分の補助金だけが削

られている。この辺はちょっとどういう考えでこういう形になったのかわかりませんけれども、

合併をした効果が逆に市民に不安を与える、そんな状況になっているのではないかというふう

に思いまして、この補助金のところを説明をしていただきたいと思います。 

 もっと具体的に話しますと、敬老会関係とかあとはお祭、老人会、そういう部分はほとんど

カットですから、ほとんどマイナスです。事業費というものはぼーんぼーんと大変大きな金額

で増額になっているんです。どちらを見るかですよ。本当に個人的な問題の事業の中に大きな

補助金を入れるのか。あるいは地域活動ですよ。建設計画の中にも自治会活動支援をうたって

いるわけですから、合併当初はそういうところを本当に力を入れていかないと、これからます

ます市民の皆さん方は不安を覚えていくんじゃないかというふうに思いますので、まずその辺

のところもよく説明してください。 

 あと細かく申し上げますけれども、防犯ベルの補助金、これは全くないです。これはどうい

うわけだか、今一番問題視されているところですから、これにかわったことがあるのかどうか。

あるいはチャイルドシートもございません。これは本当にまだ何年かしかたってないと思うん

ですよ。これも削られています。まったくゼロです。細かくいうと本当に数限りないんですが、

市民に直接的な問題がほとんど削られていますので、この辺のところを少し説明をお願いした

いと思います。 

 補助金関係は以上にしまして、使用料ですね。使用料、手数料の問題もきのう一般質問で樋

山議員のほうからありましたけれども、この項を見ますと低額の金額があるんですね。１,

０００円とか二、三万円のやつ、使用料。収入ですよ。こういうものは今後どうなのか。歳出

を見ますと、とんでもない金額が維持管理で出ているわけです。こういうものは本当に整理を

していかなければならない。 

 こんな少額だったら取らないで、何か方法を考えて、出るほうも抑える、１,０００円ぐら

いとるのにどれぐらいかかるんだかわかりませんけれども、ただ、ここに項目だけ挙がってい

るだけなのかどうかわかりませんけれども、これに対して本当に皆さんに使用していただきた

いという活動をしているんですかね、利用向上対策ですよ。ただ、ただつくりました。後はわ

かりませんじゃ、この辺がどうもやっていることが問題なんじゃないかと思うんですね。歳出

はそれもぴしっぴしっと出ているんですから、最初のほうを見ますとね、相当の金額が。です

から、こういったものに対してどれほど検討しているのか、お尋ねをいたしたいと思います。 

 あとはほかの議員が話してくれましたので、以上、その点についてお尋ねしたいと思います。 

○議長（青木一夫君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  数値等の詳細については各担当部長から説明をさせたいと思います
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が、まず補助金の総額についてでございますけれども、両町合併時の当初予算では２３億円と

いうことでございまして、これが合併協議会でのシミュレーションでは１７億円、こういった

ところの開きがあり過ぎる。こういうご指摘だろうと思っております。この合併協議会の１０

年間のシミュレーションはいささか私も疑問に思うところはありますけれども、確かに１０年

間のシミュレーションとして明確にお出しをいたしておりますから、総額１０年間、１７０億

円ということになっているのかなというふうに思っておりますが、いささかつかみ的な大まか

なシミュレーションだったなというふうには反省せざるを得ないと思います。そのようなこと

で、ご了承いただきたいと思います。 

 その中で自治会交付金が大幅に減っているというようなご指摘がございましたけれども、合

併協議会の中で旧烏山、南那須の行政区と自治会制度に大きな差異がございました。そのすり

合わせの中で、大きく減額になったところは行政区長の手当でございます。旧南那須で言うな

らば、おおむね２分の１程度に半減をいたしました。そのようなことから、大幅な減になって

おりますし、それとこの自治会交付金も均等割を３万円でしたかね、あと自治会で３００円掛

ける世帯数、そのように改めた経緯がございました。合併時のすり合わせ事項として、そのよ

うなことも旧南那須の自治会長さんの連絡協議会には説明をして、ご了承いただいた経緯もあ

ります。そのようなことから、初年度合併事務すり合わせにつきまして減額をさせていただい

たということで、ご理解を賜りたいと思っております。 

 そのほか、チャイルドシート等のゼロ査定でございますが、詳細は担当部長に説明させます

けれども、とにかく合併時のすり合わせ事項で１,５００項目あるものを子細にわたりまして

調整をさせていただいた結果でございます。合併時、そういった不都合なども当然出てくると

思います。 

 したがいまして、平成１８年度、合併直後ということでお許しをいただいて、住民の皆さん

の意見とか要望等も聞いてまいりますので、今後そういったことをもとに平成１９年度当初予

算に反映させてもらえればと思っておりますので、平成１８年度はそのような検討をさせてい

ただくというような、とりあえず合併の協定事項の決定に基づいて調整をさせていただいたと

いうことから、さらにその復活あるいは新規のそういった事業については検討させていただく。

このようなことでご理解いただきたいと思います。 

○議長（青木一夫君）  総務部長大森 勝君。 

○総務部長（大森 勝君）  チャイルドシート関係、自治会補助金等につきましては市長が

答弁したとおりでございまして、特に、チャイルドシート関係の補助金につきましては南那須

が実施をしておりました。旧烏山町は補助をしていないということがございまして、一元化の

ときに財政が非常に厳しいということもございましたので、それについては補助を出さないと
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いう方針を出した関係上、今回ゼロ査定ということになっております。 

 以上でございます。 

○議長（青木一夫君）  教育次長堀江一慰君。 

○教育次長（堀江一慰君）  補助金関係の詳細説明をいたしたいと思います。 

 まず、防犯ベルの関係でございますが、これにつきましては学校管理費の中に予算措置をさ

せていただいております。平成１７年度までは補助金という形をとりましたが、平成１８年度

からは学校管理費の予算の中に措置をいたしまして、小学生の新入生に交付をする予定にして

ございます。 

 なお、たすき関係でございますが、中学生の自転車通学関係がございますので、これにつき

ましては希望者に補助金という形でことしも予算措置はしております。そういう状況でござい

ます。 

 なお、体育施設関係の使用料関係につきまして、個々の施設等につきまして使用料が多いと

か少ないとか多々あるというふうには思いますが、当初の調整の中で使用料については徴収を

いたしましょうということで積算をさせていただいたことで予算措置をしてございます。 

 なお、議員ご指摘のように管理費がかなりかかるのは事実でございますが、そういうことで

調整の中で使用料の徴収という点が出ておりまして、各施設の実績等も含めて今回予算計上は

してございます。 

 以上です。 

○議長（青木一夫君）  ２６番斎藤文男君。 

○２６番（斎藤文男君）  ただいま答えをいただいたわけでありますが、各自治会、これは

伝統文化といったものを誇りとしてやっているものがあるわけですよ。そういうものにまで手

をつけるというのはいかがなものかと思うんですね。烏山が安いからそれに合わせるとか、そ

ういう問題じゃないと思うんでね、これは。この辺のところはどうも本当に真剣に検討された

のかどうか定かでないんですけれども、チャイルドシートとか。ほかの町でやっていないから

打ち切りましょうとか、それでいいのであれば何でもありという形になっちゃうんじゃないで

すかね。やはり今まで住民サービスをしてきたわけですから、そういうものは何か真剣に復活

をさせるような方向でやっていただければというふうに思っております。もう一度このところ、

答弁をいただければありがたいというふうに思うんですが。 

 それと使用料、向上対策だとか何か方策を考えているんですかね。利用向上ですね。 

○議長（青木一夫君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  斎藤議員から自治会交付金、自治会の補修、あるいはチャイルドシ

ート、そういった補助金を一方的に切り落とすのはサービス低下、まさにそのとおりだろうと
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思います。平成１８年度につきましては合併の直後、最初の通年予算ということで、合併協議

会の協議事項をそのまま踏襲をさせていただきました。子細については私どももなかなか掌握

できていないところがありましたことも事実であります。 

 したがいまして、平成１８年度よくその中味あるいは住民の要望、そしてそういったところ

も子細に調査をさせていただきまして、さらに復活でき得るものは平成１９年度に反映させる

し、さらに先ほどご提言いただいた統合、再編が必要なものは再編をさせていただく。そのよ

うなスタンスで平成１８年度調整をしてまいりたいと思いますので、ご理解いただきたいと思

います。 

○議長（青木一夫君）  教育次長堀江一慰君。 

○教育次長（堀江一慰君）  体育施設関係の利用向上策というお話でございます。これにつ

きましては、もう既に利用団体等との調整会議等も含めて、新年度の使用料も含めて、団体使

用の部分については２度ほど協議をしているところでございまして、学校開放関係は大体どこ

の施設でも２０日以上、少ないところでも十四、五日ですか、そういう利用状況等もありまし

て、これについては市民のスポーツの増進という形で、今後とも適正な運営に心がけていきた

いというふうに思っております。なお、地域の触れ合い関係で生涯学習関係で地域触れ合い活

動事業ということで、市長の骨折りもありまして、地域で地域の活性化等の事業をやれば交付

金が出るというようなことも予算措置はしてございますので、あと花づくり関係も予算措置は

昨年よりも多くしておりますので、それらについてはご理解を賜ればというふうに思います。 

 以上です。 

○議長（青木一夫君）  ２６番斎藤文男君。 

○２６番（斎藤文男君）  今、１点だけチャイルドシートに絞りましたけれども、施策が終

わった事業じゃないんですよね、これ、決して。子育て支援関係で始まった事業ですから、子

供たちはこれからもまだまだどんどん何とかしてもらうというような施策をやっているわけで

すから、終わった施策ではないんですから、弊害となっているのは合併だから。合併のために

こういうものはなくなったという形ですから、市民に対しては全く関係ないんですよ。こちら

の一方的な考えで始まったわけですから、とにかくこの辺も真剣に考えて検討していただきま

して、今後もしそういう問題が出たら、また復活をさせるような施策をお願いしたいと思いま

す。 

 以上でございます。 

○議長（青木一夫君）  答弁はよろしいですか。 

○２６番（斎藤文男君）  いいです。 

○議長（青木一夫君）  休憩いたします。 
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休憩 午後 １時４５分 

 

再開 午後 ２時００分 

○議長（青木一夫君）  休憩前に引き続き会議を開きます。 

 １７番中山五男君。 

○１７番（中山五男君）  ５点につきましてお伺いをいたします。先ほどの斎藤議員と重複

する部分もありますがお願いしたいと思います。 

 まず、歳入の１７ページをお開きいただきたいと思います。使用料及び手数料の件でありま

す。ここに１項６目３節に保健体育使用料５３７万１,０００円の件でありますが、使用料に

つきましては、そのほか２目、３目の中にもあるわけでありますが、１０日に樋山議員の使用

料についての一般質問がありまして、市長答弁では高齢者やスポーツ少年団が使うゲートボー

ル場や体育館、さらには文化協会の会員などが使う施設使用料は無料にしたいと答弁している

わけであります。この使用料の取り扱いにつきましては、去年の５月に開催されました第１０

回の合併協議会の中で協議されまして、その協議に基づいて徴収に関する条例が制定されたわ

けであります。今回の予算では、その条例に基づいて使用料の歳入を計上したはずであります

が、一部無料にしますと予算額の歳入が確保できるのか。これについてまず１点お伺いしたい

と思います。 

 これは私の意見でありますが、５３７万１,０００円の収入を得るために、１５カ所の体育

施設の管理費は６１ページにありまして、２,６８４万１,０００円もかかっているわけであり

ます。すなわち５３７万１,０００円の収入を得るために、経費は２,６８４万１,０００円か

かっている。差引２,１４７万１,０００円が赤字であります。黒字にしろとかこの分を徴収し

たほうがいいという考えでは毛頭ございませんが、現在の市の財政事情からして、使用団体か

ら電気料と光熱費ぐらいは徴収してもいいのではないか。そのぐらいは利用者に負担いただい

てもいいのではないかと私なりに考えております。この件について市長の所見をお伺いしたい

と思います。 

 ２点目お伺いします。２６ページをお開きいただきたいと思います。市債が載っております。

合計で７億２,５９０万円を見ているわけであります。このうち合併特例債のほうは２億１,

０４０万円を計上しているようであります。合併特例債につきましては、去年の２月開催され

ました第７回の合併協議会で示された新市建設計画の中の財政計画では、１０年間で８４億

９００万円を合併特例債を利用するとしているわけであります。平成１８年度は４億７,５００

万円を見込んでいるわけでありますが、今回の予算ではそれを下回る２億１,０４０万円とな

っているわけであります。先ほど示しました財政計画からしますと、４４％ほどにとどめてあ
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るわけでありますが、この低くした理由についてお伺いをしたいと思います。 

 ３点目お伺いします。歳出の４１ページをお開きいただきたいと思います。ここに生活保護

費があります。３款の民生費、生活保護費につきましてはあわせて３億６,４６３万８,０００

円計上してあります。生活保護費について合併協議会の説明では、これら費用はすべて国、県

が負担するもので、市の負担はないと認識していたわけであります。ところが、財源の内訳を

見ますと、一般財源が１億円を上回っているわけであります。これは特別交付税か何か別の枠

で補助金以外に見込まれているのかと思われますが、このことについてお伺いいたします。さ

らに、生活保護の対象世帯数と人員についても参考のためにお伺いしたいと思います。これが

３点目です。 

 ４点目です。５４ページのサタデースクールについてお伺いしたいと思います。ことしは市

内全校にサタデースクールの事業を実施するとして、８７８万７,０００円を計上したわけで

あります。この事業は平成１４年９月から下江川の中学校の３年生を対象にしまして開始した

ものでありまして、既に４年ほど経過をしております。 

 去年６月、当時の大谷町長に対しての一般質問の中で、先ほどこのサタデースクールが果た

して学力向上につながっているのか。投資した部分の効果が上がっているのかというような質

問をした経緯があります。 

 そのときなぜ質問したかと申しますと、旧南那須の下江川中学校、荒川中学校、この２つの

高校の合格率を見ますと、去年は下江川中学校は８８.７％、荒川中学校は９５.２％、すなわ

ちサタデースクールに取り組まなかった荒川中学校のほうが６.５％高かったわけであります。

そこで、私は去年効果があったんでしょうかということで市長に質問したわけでありますが、

さらにことしの合格率も下江川中学校は市内５つの中学校の中では最下位であります。それも

５校平均よりも２５％も低いわけです。これでは、市のこれまでの投資効果があったとは少々

見受けられないわけでありますが、市長はこの結果についてどのように判断をされているのか

お伺いしたいと思います。 

 ５点目であります。これも先ほど斎藤議員が質問したことに関連するわけでありますが、

７６ページに負担金、補助金がずらっと並んでおります。市長公約の中でも補助金を見直し、

削減するというようなことでしたから、これはやむを得ないとは思っておりますが、そこで７７

ページの中の先ほども斎藤議員がおっしゃっておりましたが、自治会振興交付金１,０５８万

９,０００円を減額したわけですが、自治会の交付金が減額されれば、その分我々自治会に加

入している者の負担が増額するわけであります。１,０００万円も減額になりますと、およそ

１世帯当たり１,０００円ぐらい自治会費が上がるのではないかと思われるわけですが、この

減額することについて市長は行政区長等の了解を得られているのか、このことについてお伺い
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します。 

 以上です。 

○議長（青木一夫君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  ご質問をいただいた順序に従いましてお答えを申し上げます。 

 使用料、手数料につきましては結論から申し上げますと、政治判断によりましてこれを減免

措置すると理解いただきたいと思います。特にこの少子高齢化の中で、先ほど小池議員からも

お話がありましたとおり、健康増進、そして介護予防、これは医療費あるいは施設入所費と極

めて関連、連動してまいりますことから、健康づくりについてはこれが平成１８年の、あえて

言わせてもらえるならば隠れた目玉事業である。このように理解をいただきたいと思っており

ます。 

 ただ、保健体育の５３７万円は、旧南那須は減免措置をとっておりましたからなんですが、

旧烏山は２７０万円程度だったと記憶しているんですが、それが減免になるということであり

ます。もちろん合併協議の中では電気料相当ということで調整をさせていただきました。した

がいまして、規則にはそのようなことになっております。その中での減免措置ということでご

ざいます。 

 したがいまして、私はそういったところでそういった皆さん方との理解が得られるならば、

そのような電気料あるいは水光熱費というようなお話がありましたけれども、その辺の使用料

についての取り扱いについては考慮させていただくということでございます。このようなこと

でご理解をいただきたいと思っております。 

 市債についてのお尋ねでございますが、これは合併特例債８４億９,０００万円、１０年間

ということでございますが、平成１８年度には６,４００万円程度の補正予算をいただきまし

たけれども、合併の基金積立１３億６,０００万円か７,０００万円かあると思います。これが

入って８４億円、実質投資的経費は７０億円、年間７億円というシミュレーションでございま

す。 

 今回その中で７億円もいかず、その中で２億１,０００万円程度ではないかというようなと

ころでございますけれども、このことについては合併直後ということで、私は基本的に投資的

経費というものは、でき得るならばすべて合併特例債にもっていきたいという考えをもってお

りまして、就任直後からそのような指示をしていたところでございますが、やはり平成１８年

度事業についてはそういう県との協議が間に合いませんでした。したがいまして、２億円にと

どまったという経緯があります。そのようなことから、平成１９年度につきましては、これも

平成１８年度そのような努力を各部にさせておりますが、そのようなことから、実は協議が未

了だというようなところで２億１,０００万円程度にとどまったとご理解をいただきたいと思
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っております。 

 生活保護費等の関連は担当部長に説明をさせます。 

 サタデースクールの件でお尋ねがございましたが、昨日議員のお手元にもありました一覧表

によりますと、この入試結果、合格者と合格率、そして推薦合格も合わせて総合的に判断する

のが正しい見方かと思いますと、下江川中学校が８０％、荒川中学校９０.３％、境中学校

９６.６％、烏山中学校９５.３％、七合中学校１００％、合計で９２.５％。こういう結果で

ございます。８０％、下江川中学校はサタデースクールとの関連についてのお尋ねでございま

す。これについては私も極めて残念な結果でありまして、この２日間、私はいろいろと自分な

りに分析をしてみました。やはりこれはいずれにいたしましても８０％は低いと思います。荒

川中学校の９０.３％も低率であろうと思います。旧烏山地区ぐらいの九五、六、ついては

１００％が望ましいというような考え方は基本的に持っております。 

 私の分析のまず第一は、詳細については補足説明を教育長からしていただきますが、これは

下江川中学校は最も低く８０％、これは事実であります。サタデースクールも導入をいたして

おります。導入をしていなければ、もっと低率になっていただろうと私は理解をいたします。

やはりサタデースクールそのものはその時間やっているわけでございますから、それだけ勉強

しているわけでございますから、これをやらなければもっと低くなることは目に見えている。

これは単純な回答でございますが、それと、受験はサタデースクールが１００％ではございま

せん。やはり自分の勉強の努力が必要であります。自己研さん、そういったところが必要であ

ります。そういったところがやはり劣っていた。 

 こういう格差が出てまいりますと、２番目は進路指導のあり方がどうだったのかなというこ

とを強く感じます。進路指導というのは本人、保護者、そして学校の三者で合意を持って進路

指導というのは決めるものだと思います。その中で、進路指導、中でも高校進学以上について

は、森井議員の言葉を借りるわけではございませんけれども、要するに偏差値なんですね。偏

差値合格率なんです。したがって、私はこの下江川中学校の９人の不合格者については、高望

みをしたのかなと思います。やはりサタデースクールをやっていて、１００％の補充はできま

せん。塾に行ったり、家庭教師をつけたり、みんな努力をしています。自分でも一生懸命勉強

をやっている。その結果でありますから、そういう中で進路指導についてちょっと甘さがあっ

たのかなと見ているのが２つ目でございます。 

 ですから、結局高校にも偏差値のランクがございます。やはり自分にも能力がございます。

学力、能力、それも偏差値でございます。ですから、その偏差値がかみ合わないと、ただ希望

だけでは高校進学率を伸ばすのは難しい。したがって、進路指導が適切でなければ、このよう

な低率な結果を招きかねないということもあるのではないかと思いますが、いかがかと思いま
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す。 

 そのようなことから、私は今後小学校６年生にもサタデースクールを入れておりますことか

ら、学習意欲を身につけさせる。自分で勉強意欲を身につけさせるということから、ぜひこの

サタデースクールについては導入のご了承をいただきたいと考えております。したがいまして、

詳細については教育長より補足答弁をさせていただきます。 

 最後の補助金、負担金の見直しでございますが、自治会交付金、１世帯当たり１,０００円

ぐらい上がるんじゃないかということでございますが、これは直接私が説明をしたということ

ではないんですが、合併前に私が旧南那須の町長のときには、自治会連絡協議会というものが

ございます。その役員さんに集まっていただいて担当課長から説明をして、ご了承を得たとい

う報告はいただいております。 

 以上でございます。 

○議長（青木一夫君）  教育長池澤 進君。 

○教育長（池澤 進君）  補足説明をさせていただきます。費用対効果というお話が出され

ましたが、私ども教育関係者にとっては一番なじみにくい言葉でございます。費用を投下した

から即、芽が出て、双葉が出て、花が咲き、実がなるという、非常になじみにくいところでご

ざいますが、議員の心の中は十分わかるつもりでございます。 

 私は、議員の皆さん方におわびを申し上げなくてはならないのは、この一覧表を昨日提出さ

せていただきましたが、これは旧烏山町での長い間の習慣でございまして、既に南那須地域で

もやっているというような考えを持ってしまったところが誤りの発端でございまして、これか

ら十分検証をいたしまして、校長会等と話し合いをして、これからのありようを考えてみたい

と思います。おわびを申し上げたいと思います。 

 さて、サタデースクールの効果あるいはリスクというところでございますが、私は下江川中

学校、荒川中学校、そして旧烏山中学校の、市長の答弁の中にありました進路指導の考え方の

違いで、これは一律に同じ物差しをあてるというのはいかがかと思います。と申しますのは、

サタデースクールを下江川中学校は４年間、ほかの中学校はまだ実践しておりません。しかし、

この数字が出たというのは、サタデースクールを実践している中で、生徒のモチベーション、

やる気とか意欲とかこれから先への挑戦力とか、あるいはワンステージ高い学校を目指して挑

戦してみようという意欲のあらわれで、たまたまこの数字が出たのだと思っております。した

がいまして、この数字は、あるいは合格の欄に名前を連ねることができなかった子供は、長い

人生の上ではこのつらい思い出は将来必ず生きてくると私は思います。 

 市政の先人の理念の中にも、教育は百年の計をしてと、木を植えるなら１０年、米をつくる

なら１年の計をもってせよというぐらいに、教育は非常に長いスタンスの中で、思わぬところ
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にあれと言われるような期待や希望やあるいは花が咲く時期があるものでございます。したが

って、今回のこの数字をもってサタデースクールを云々するのは早計かなと思いますし、これ

から全市にこのサタデースクールを拡大することによって、さらに思慮高い子供たちが誕生す

るのではないかと思っております。 

 なお、補足させていただきますが、進路指導については、現在入れる学校より入りたい学校

へというのが文部科学省の姿勢でございます。あなたはこの学校がふさわしいですよ。君はこ

こなら大丈夫ですよという姿勢から、子供がおれはあそこ、私はあちらと、ちょっと厳しいが

頑張ってみるというような進路指導の方向でもあります。したがいまして、子供たちの心証の

中にはそのリスクは当然考えていて挑戦されたんだと思っております。 

 また、進路指導のあり方については、これまでの進路指導のあり方を校長と進路指導主事と

十分話し合いをして、ここのところを詰めて、１５の春を子供たちに泣かせないという教育姿

勢と進路指導をしてまいりたいと思いますので、ご理解を賜りたいと思います。 

 以上でございます。 

○議長（青木一夫君）  総務部長大森 勝君。 

○総務部長（大森 勝君）  自治会交付金の大きな削減ということで１,０００万円余の削

減がされているかと思います。これにつきましては、烏山町では自治会長、連絡班長、班長等

についての１節については、南那須の場合は行政区長ということで１節で支出をしていたと思

います。烏山の場合につきましては、補助金という自治会補助金の中で取り扱わせていただい

た関係で大きく減っております。ちなみにこの金額を申し上げますと、１,０８８万８,０００

円が１節のほうに振りかえたということで、大きく減額になった理由はこの理由でございます。 

 以上です。 

○議長（青木一夫君）  市民福祉部長雫 正俊君。 

○市民福祉部長（雫 正俊君）  生活保護につきましてお答えをいたします。市制をしいた

場合には福祉事務所を設置することが必置義務で、福祉事務所の主たる事務としまして生活保

護事務があります。したがいまして、昨年の１０月１日に合併してから、生活保護事務を実施

しておりますが、本年度は平成１８年度の年度間予算でございます。お尋ねの生活保護扶助費

の負担基準は、国庫が４分の３です。市が４分の１ということになっております。また、あわ

せてそこに従事する職員の人件費等につきましては市負担となっておりますが、その一部につ

いて地方交付税の基準財政需要額に算入されるということになっております。 

 また、平成１６年１月１日現在ですが、生活保護世帯数は１２５、被保護者数は１９３とな

っております。 

 以上でございます。 
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○議長（青木一夫君）  教育次長堀江一慰君。 

○教育次長（堀江一慰君）  保健体育使用料関係で、この金額が確保できるのかというよう

なご指摘があったと思います。この件につきましては、議員の質疑の中で１０月から新市にお

いて使用料をいただくようなことで調整をされておりました。ただ、その中に管理及び使用料

の条例施行規則がございまして、その中でご指摘の市内のスポーツ少年団、６５歳の高齢者の

主催事業関係については、３分の２を減免しましょうということで内規で既に決まっていたん

です。ですから、３分の１いただきましょうということで今回の予算措置はしてございます。

ですからそれもゼロになるといいますか、市長のお話ですとそういう形になるものですから、

若干ですが減額になってくるというふうに私は思っています。 

 なお、文化協会関係については、その上の公民館使用料のほうにおおむね入ってくるのかな

というふうに思っておりますので、保健体育使用料についてはグランドゴルフなどで運動場を

使う場合、それが使用料の若干の低下、それと文化協会等で使います公民館使用料関係につい

ては、そちらのほうの使用料、社会教育使用料のほうが減額になってくるのかなというふうに

思いますので、ご理解をいただければと思います。 

 以上です。 

○議長（青木一夫君）  １７番中山五男君。 

○１７番（中山五男君）  この使用料についてはおおよそわかりました。いずれにしまして

もゲートボールみたいに運動場、屋外の運動場を使う場合には、最後に整地をしてもらえばそ

れで済むことで、市の負担というのは特別ありませんので、こういう場合は私も取る必要はな

いと思いますが、先ほど申したように電気料がかかる、冷暖房の費用がかかるということにな

りますと、それなりの費用はいただいてもよろしいのではないかなと考えているわけです。そ

の件でこれは了解しました。 

 次に、合併特例債ですが、市長答弁のとおり、県との協議が少々間に合わなかった点がある

というようなことですから、これはそれで結構です。 

 生活保護についても結構です。 

 サタデースクールでありますが、小中学校に対する費用というのは毎年毎年多額の費用を予

算でも見ております。さらにサタデースクールで、ことしも約９００万円近い費用を見るとい

うことになりますと、子供たちに対しての教育費に対しての二重投資になるわけであります。

となれば、やはり私たちもそれなりの成果を望んでいるわけでございます。 

 ところが、下江川中学校の場合は、市長が分析したとおり、進路指導が適正でなかったのか

なと私はそれも考えておりますが、いずれにしても子供たちは初めての試練ですから、ここで

希望の学校に行けないということになりますと、本当に大変なショックを受けると思いますの
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で、これからその指導については十分各校長と協議をされまして適切にしていただきたいと思

っております。 

 下江川中学校のサタデースクールに対して、下江川中学校の学校保護者または受験生も、サ

タデースクールでやっているんだから大丈夫なんだというような過信している部分があるのか

なというのも考えているわけなんですが、これは私なりの分析であります。 

 古い資料も調べたところ、サタデースクールを始めた１年目は下江川中学校のほうが合格率

が３％ちょっとよかったんですね。ところが２年目からがたがたと、ことしはまたまた落っこ

ちました。そんな状況でありまして、やはりこれは進路指導そのほかにもあるのかもしれませ

んが、さらにこの辺のところは教育長としての分析をお願いしたいと思います。 

 これで私のほうでは結構です。了解しました。 

○議長（青木一夫君）  教育長池澤 進君。 

○教育長（池澤 進君）  サタデースクールについてご指摘、ご指導をちょうだいいたしま

した。まさに議員おっしゃる部分もございます。特に進路指導のあり方については、保護者と

生徒と学校とが一体になって子供のことを真剣に考える。考えた末の結果でございますが、こ

の比重のかけ方を、より長い間の経験と資料をたくさん持っている進路指導主事の考え方が強

く反映できるように指導してまいりたいと思っております。どうぞよろしくお願いしたいと思

っています。 

○議長（青木一夫君）  １２番野木 勝君。 

○１２番（野木 勝君）  一般会計予算から３点質問をいたします。 

 １点目は中山議員に関連した質問ですが、４１ページ、生活扶助のことについてお尋ねしま

す。一般財源、市の予算は７,５４２万５,０００円ですが、現在の受給者に対する市の現況調

査員、その人数は現在何人いらっしゃるかと、調査の方法です。どのような調査をして、その

頻度といいますか、回数を教えていただきたいと思います。 

 ２点目は３１ページの市営バスについて伺います。市営バス管理運営費の一般財源は１,

３７１万８,０００円。現状のバス路線はそのまま継続いたしまして、これが１日または週に

便によっては路線の一部変更が可能かどうか。運行法上、その許可がおりるのかどうか伺います。 

 ３点目は８７ページの南那須地区広域行政事務組合の教育費のところで、負担金が１８０万

円減額されていますが、この減額の内訳を教えていただきたいと思います。先ほど２番目の市

営バスの質問の中で、１,３７１万８,０００円の内訳を教えていただきたいと思います。 

 以上です。 

○議長（青木一夫君）  市民福祉部長雫 正俊君。 

○市民福祉部長（雫 正俊君）  生活扶助についてお答えいたします。現在、生活扶助関係
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の事務従事者は４名です。県職員が１名、市の職員が３名、４名のケースワーカーでその事務

にあたっております。そのほかに福祉課長、事務所長として私も携わっております。 

 また、調査の方法は、まず本人または民生委員さん、それから代理人の方が事務所のほうに

行かれまして、いろいろ相談を受けます。そのときに、生活保護の制度についてまず説明申し

上げます。そして、その生活保護制度を理解していただきまして、その上で保護申請者が申請

してきた場合には、その保護申請者の預貯金、それから不動産、実際に家族とか兄弟とか親戚

とか、そういう方でその扶養にあたっていただけるかどうか、そんなことも子細に調査をしま

す。また、実際年金等の収入があるか、それから就労した収入があるか。そういうことも一切

調査をしまして、その後、生活保護が決定した場合には生活保護の支給をすることになります

が、あくまでもその支給は、申請の日にさかのぼって支給の決定をすることになっております。 

 また、生活保護が決定しましたら、その対象者に１カ月に１回ほど保護費を支給しますが、

その状況に応じましてその保護者に対しまして月に２回とか３回とか、１カ月に１回とか２カ

月に１回とか３カ月に１回とか、いろいろその状況に応じまして必ず本人と面接をします。面

接をしまして、状況の変化などを子細にメモしまして、その記録については私のほうまで上が

ってきております。その段階でけがをして入院して退院した、その場合、今度健康が回復した

場合には、就労ができるとなった場合に、またその就労の指導も行っております。 

 また、いろいろなケースがございますので、そのケースに応じまして廃止をする場合、それ

から新規に決定する場合、またいろいろな困難なケースの場合がありますが、そういう場合に

はそのケースワーカー４人と私ども担当者で、いろいろ一つ一つケース診断会議というのを実

施しておりまして、定期的に行っております。そういうような形で合議制で生活保護の決定を

しているというような状況になっております。 

○議長（青木一夫君）  総務部長大森 勝君。 

○総務部長（大森 勝君）  地域交通安全対策関係で一般財源、１,３７１万８,０００円の

内訳を申し上げます。ご存じのように、直接運営を行っております路線につきましては４路線

ございます。路線ごとに事業費と一般財源ということでご報告を申し上げます。その差額につ

きましては当然バス運行ですので、使用料関係また県補助金ということでご理解をいただけれ

ばというふうに思います。 

 最初に国見わらび荘線、事業費につきましては７３９万８,０００円、一般財源が３００万

円でございます。滝見谷線、事業費が７４５万、一般財源が２０２万６,０００円、烏山高部

線が事業費が９１７万８,０００円、一般財源が１８４万４,０００円、市塙黒田烏山線、７６３

万２,０００円、一般財源が６０万９,０００円、そのほかに喜連川自家用有償バスというのが

運行されておりまして、これにつきましては矢板市、さくら市、当那須烏山市の３関係市町村
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でございまして、これに負担する当市の金額につきましては４１２万５,０００円、そのほか

にＪＲバス常野線というのがございまして、そこの赤字補助金ということで２１１万４,０００

円出しているのが一般財源の内訳でございます。 

 以上です。 

○議長（青木一夫君）  教育次長堀江一慰君。 

○教育次長（堀江一慰君）  教育費負担金、広域行政の負担金でございます。これにつきま

しては、年度当初の比較で両町で３１８万円ほど減額になっているということで、これにつき

ましては人件費だそうでございます。平成１７年度当初と平成１８年度当初の人件費の比較で、

烏山が１８０万円、那珂川町が１３０万円、減額になってくるというふうな状況でございます。 

○議長（青木一夫君）  １２番野木 勝君。 

○１２番（野木 勝君）  生活扶助についてですが、市民の中には少額の国民年金の生活者

と生活扶助受給者との間に生活費について格差を感じているようなんです。やっかみもあるか

もしれませんが、不公平感も感じている方がいらっしゃいます。そういうことで、日常の生活

状況についてもそういった不満が出ないような、指導員にそのあたりを含んでいただきたいと

思っています。 

 市が３人、県が１人ということで４人で現況調査をやっているようですが、これが人手不足

であるのであれば、民生委員さんも協力していただいて現状把握の充実をしていただきたいと

思います。この点についてはいかがでしょうか。 

 それから、市営バスについてですが、最後に言われたさくら市、那須烏山市の連絡路線バス

ですが、旧両町間に一番密接な路線バスだと私は思いますが、ここで４１２万もここへ入れて

いるんですが、皆さんご存じのように、ほとんど人が乗っていません。そういうことで、路線

バス全体に言えますが、特に私が思うのは、両町間の連絡バスということでは、このバスは路

線の変更がもし可能なのであれば、１日に何便か、週に何便かはという希望があるから質問し

たわけです。 

 教育についてはわかりました。余りにも大きな額なので影響はないのかなと、それを懸念し

て質問いたしました。 

 以上です。 

○議長（青木一夫君）  市民福祉部長雫 正俊君。 

○市民福祉部長（雫 正俊君）  お答えいたします。野木議員のほうから国民年金の受給者

と生活保護者の受給者で格差があり不満があるのではないかということのご質問ですが、私も

本当に同感と感じております。今の生活保護制度の中、生活保護はご承知のように、憲法で国

民は文化的で最低限度の生活を営む権利を有するということで、その最低限度を保証するのが
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生活保護というとらえ方なんです。 

 この中には基準がありまして、栃木県内でも４つのパターンがあります。宇都宮とか足利と

か栃木とかそのほか周辺部ということで、生活費を根拠としました基準があるんですが、それ

に加えまして年齢とか障害とか母子とかいろいろの基準があります。それらをあてはめまして

生活保護費の月額を決定するんですが、単純ないろいろな計算方法があるんですが、基準とし

ますと、例えば高齢者単身世帯ですとおおむね那須烏山市ですと６万２,０００円程度という

ことになっております。ここにはいろいろな子供の基準とか年齢の基準とか母子とか障害の基

準がありますから、一概には言えないんですがおおむね６万２,０００円。そうしますと国民

年金ですと、年額７０万円程度ですから６万２,０００円掛ける１２というと生活保護がいい

のかなというふうに私も正直感じております。ただし、これはあくまでも生活保護の法律に基

づく基準ということで、そのようになっております。 

 また、現在、県の職員が１名と市の職員が３名で調査をしているんですが、調査にあたりま

しては、出向いたときには必ず一人で行かないで２人でいくという方法をとっています。もし、

相手とのやりとりの中で間違いがあっては大変なものですから、必ず２人で行くということで

４名ですと事務所がからになるということが再々あるということで、その場合は福祉課のほう

の職員がその留守にあたっているんですが、当然その場合に、民生委員さんとかいろいろな方

が来て、相談する場合に専門的な知識と答えが必要なものですから、非常にそういう面では不

便を来していることはあります。ただし、この生活保護の場合は、秘密というかなかなか難し

い部分があるものですから、民生委員さんに頼むというのはなかなかそういう意味では難しい

のかなと思っておりますが、何とか現状では４名の中で公平、公正に事務にあたっていきたい

というふうに考えております。 

 以上です。 

○議長（青木一夫君）  総務部長大森 勝君。 

○総務部長（大森 勝君）  路線バスの変更運転関係で、先ほど答弁が漏れまして申しわけ

ございませんでした。この考え方につきましては一時的変更という考え方も当然あるわけでご

ざいまして、この場合につきましては工事等により通行できないとかという一時的変更、また

短い期間の運行、そういうものにつきましては実態といたしましては試行運転ということで、

陸運局との協議を要さないでできるというふうに聞いております。 

 しかし、長期的変更になりますと、民間との競合とか、そういうものを調査をして協議をし

て変更をするという手続き行為になると思います。変更そのものについては理論上は可能だと

いうことになります。しかし、定期バスという観点からすればどうなのかなということは疑問

に残ることをつけ加えさせていただきます。 
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 以上です。 

○議長（青木一夫君）  １２番野木 勝君。 

○１２番（野木 勝君）  市営バスと教育については了解いたしました。 

 生活扶助については、私は決して生活保護者の扶助について否定しているわけではありませ

んが、過去に生活扶助者が遊興にふけっていたということで、それを発見されて支給停止した

と。そうしたら３日後に仕事についた。そういう方も過去の例としてあるんです。そういうこ

とで、日常の生活、定期的に家庭訪問にいく調査以外に、そういった日ごろの生活状況も調査

する必要もあるのではないかと思って、きょう質問したわけです。 

 以上です。回答は結構でございます。 

○議長（青木一夫君）  休憩いたします。 

休憩 午後 ２時４６分 

 

再開 午後 ３時００分 

○議長（青木一夫君）  休憩前に引き続き会議を開きます。 

 ２１番斎藤雄樹君。 

○２１番（斎藤雄樹君）  何点か平成１８年度の予算についてご質問する予定でしたが、先

輩議員が大分細かく質疑されたので残りの項目２点ほどについて、ご質問いたします。 

 まず、七合保育所の運営費が予算に計上されております。しかし、七合保育所のフェンスは

一昨年半分だけかさ上げしていただきました。これはその前の年、あの２９４号線沿いに不審

者が出没しました。そのために急遽フェンスのかさ高をさせてもらいました。現在のフェンス

は大人がまたいで入れる程度の高さなんです。あそこの所長も非常に心配されまして、ぜひ早

急にというふうなことで、執行部と協議して半分だけできたわけです。去年、ことしと予算に

も載っていない状況で、最近の子供たちを取り巻く環境は非常に厳しいということでございま

すので、今回載っていないようですが、補正が市長の特債で早急にやってもらいたいと思いま

す。 

 もう一つは、ごみの減量化推進対策費６７万円が計上されておりますが、ごみと言ってもい

ろいろなごみがあるわけでございますが、例えば毎朝朝刊の中に挟まれてきます広告、かなり

の量があります。大体うちでは下野新聞をとっているんですが、その半分の量ぐらいの重さで

半分の量ぐらいの広告が入ってきます。そうすると、市の大切なものが一番上になっておりま

すので、それだけをとってあとは丸めてぽいとしているような状況でございます。 

 ごみの減量化に対していろいろな金がかかるというふうなことでございますので、この広告

を入れる１社１種類について、例えば広告迷惑料というような形で１件につき１万円ぐらい徴



平成18年第２回定例会 第４日 

－312－ 

収したら、これはかなり広告も少なくなったり、ごみ焼却費も少なくなるというふうに考える

んですが、市長はどのようなお考えかお伺いをいたします。 

 もう１点、ことし消防団の訓練費１００万円が計上されております。この使い道の内容等に

ついてお示し願いたいと思います。よろしくお願いします。 

○議長（青木一夫君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  七合保育所の運営費についてお尋ねがございまして、大変申しわけ

ないんですが、子細につきましては承知をしていないので、お許しをいただきたいんですが、

半分ほどフェンスのかさ上げをしたという状況があったようでございます。不審者対応という

ことで早急な緊急措置ということで対応されたものと認識をいたします。 

 今後の対応についてでございますが、ご案内のとおり、小中学校の統廃合を初め、各種公共

施設の統廃合を進めるべく、今、合理化審議委員会の意見の提言をもとに検証させていただい

ている。このようなことがございます。したがいまして、今後のそういったことも慎重審議を

かけていかないと、投資損になることもございます。したがいまして、そういったことも明確

に七合保育所、そのまま拡大をする、そして拡充すべき、そのような最終的な結論が固まれば

早急にそのような対応をしたいと考えておりますので、当面フェンスかさ上げ、これで早急な

当面の不審者対策については対応されているようでございますので、その辺もご理解をいただ

きたいと思います。 

 ごみ減量化対策でございますが、逆の発想、議員のご提言でございますが、そのようなこと

もいいご提言なのかなと思いますが、先ほども髙田議員の一般質問にお答えをいたしましたけ

れども、このごみの減量化対策の一環といたしまして、広域事務組合で４月１日から資源ごみ

に分類をさせていただきます。そのようなことから、資源ごみ対応ということで広告等につい

ては対応させていただきますので、その辺もいろいろと検証しながら、対応等については検討

されてもいいのかなと考えております。 

 消防団の訓練費１００万円でございますが、大体私もわかりますが、総務部長から説明をさ

せたいと思います。 

○議長（青木一夫君）  総務部長大森 勝君。 

○総務部長（大森 勝君）  消防団の１００万円につきましては、今回、南那須大会がござ

います。その関係で大会出場交付金ということで１００万円を交付するものでございます。操

法大会の補助金ということでございます。 

○議長（青木一夫君）  ２１番斎藤雄樹君。 

○２１番（斎藤雄樹君）  ただいま市長から七合保育所の問題、かつては旧烏山町の行政改

革委員会の中で保育所については現状のまま存続するというふうな決定がなされております。
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そして、現実に毎年入所者がふえております。こういうふうな関係で予定される収容人員に間

もなく到達するということでございます。そうすれば、さらに児童、幼児の数がふえるという

ふうな中での安全対策は、あそこに勤める教職員にとっては非常に重責があるのかなと考えら

れますので、どうぞよろしくお願いをいたします。 

 次に、広告の減量化ですよね。これはやはり向こうからの攻めじゃなくて、こっちから攻め

てお金をとって市の財政に投入する。これは一番いい方法かなと思うんです。減量化のために

一般家庭でもまた広域の職員でも、それらを動かすことによってはかなりの負担がかかるわけ

なんです。ですから、それらを少なくするために過料徴収というふうな形で、ぜひ実施しても

らいたいと思っております。 

 次に、消防団の交付金という話だと思うんですが、これはかつて烏山の消防団でもやってお

りました。県下の消防団ではどの程度やっているか調査したことはありますか。やっている市

町村、訓練してもらうために交付金を出している市町村。 

○議長（青木一夫君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  お答えをいたします。まず、七合保育所につきましては、そのよう

な旧烏山町の合理化委員会の中で答申もいただいておりますので、このことは最終的に那須烏

山市において判断をさせていただきますので、そういうことになりますとフェンスだけでは決

してございません。全体的な整備が七合保育所全般に必要だろうというような必要性を感じて

おります。そのようなことも一気に解決しなければなりませんから、それとあわせましたフェ

ンスの対応ということにさせていただきたいと思っております。 

 減量化対策、ご提言でございますのでご意見として承らせていただきたいと思います。 

 消防団の訓練費１００万円でございますが、これはことし操法大会ということになりますの

で１００万円という計上でございますが、これが県大会出場までいきますとさらに予備費等を

充当して補正を組まなければならないのですが、とりあえず出場は間違いなくするものですか

ら、このような対応になったんですが、隣接町でございますが、大体旧南那須のときのことを

言わせていただきますと、大体隣接町で１００万円の支援はしているようでございました。大

まかな情報ですが、そのようなことでございます。 

○議長（青木一夫君）  ２１番斎藤雄樹君。 

○２１番（斎藤雄樹君）  この交付金は、かつて烏山町の消防団が訓練をするのに金がない

から町から金を出してくれということで、金がなければ大会に出られませんよというふうなこ

とで執行部が各部に５万円ずつ交付したわけです。ところが、その５万円の使い方については

各部によって内容が全然異なっていたというふうなことで、実際その交付金を受けながら一生

懸命に訓練したのは部のうちの一部、あとはいただきましたで終わったというふうなことでご
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ざいますので、この交付については慎重に交付してもらいたい。また、郡大会、県大会、県大

会になると大体１部で２００万円かかります。そうすると市から多分１００万円ぐらい交付さ

れていると思うんですが、そのほか１００万円をつくらなくちゃならないんですよ、自治会で。

こういうふうな経過があるので、金の使い方について検討してみてください。 

 以上で終わります。 

○議長（青木一夫君）  総務部長大森 勝君。 

○総務部長（大森 勝君）  消防団の操法大会の訓練につきましては、今５万円というお話

があったわけですけれども、今回市として考えておりますのは、消防団の操法大会訓練という

ことで３万円を各分団に交付をする予定にしております。そのほかに、支部の消防団の操法大

会出場交付金ということで、大体４部ぐらい出る予定にしてございまして、これにつきまして

は１５万円、県大会につきましては１００万円ということで助成をしてまいりたいというふう

に考えております。使用使途につきましては、やはりいろいろあると思いますけれども、そこ

ら辺については十分分団のほうと協議をしながら、使用使途については進めていきたいという

ふうに思っております。 

 以上です。（「那須烏山市内の分団の数は幾つあるの」の声あり） 

○議長（青木一夫君）  休憩いたします。 

休憩 午後 ３時１２分 

 

再開 午後 ３時１３分 

○議長（青木一夫君）  再開いたします。 

 ２４番森井國廣君。 

○２４番（森井國廣君）  平成１８年度予算について幾つかお尋ねしたいと思います。 

 最初に基本的なことですが、この予算、何か基本計画とか構想計画のもとに当然予算は組ま

れたと思います。察するに新市建設構想というような計画の中で予算が組まれたと理解してお

ります。そして、当然予算の中には目玉があると思うんですね。下野新聞では紹介されました

が、市長の声からどんなものがこの予算の目玉であるか。基本となった構想、それと予算の目

玉、当然これらについては、市長の提案理由の説明の中で十分述べられたんだろうと思います

が、確認のためにお尋ねするので要点をお聞かせくださればありがたいと思います。 

 それから２番目に、公債費の件なんですが、本予算においてたしか１４億円の歳出が計上さ

れていると思うんですが、残された公債費が計上一般財源の歳出総額に占める割合は何％にな

るか、お知らせいただきたいと思います。 

 ３つ目は、もう何回も今の質問の中に出ていますが、教育施設の使用料の問題ですが、新聞



平成18年第２回定例会 第４日 

－315－ 

に高齢者の施設使用料無料化という見出しで報道されまして、わずかの人ですが烏山町はそれ

ほど年寄りを思わないようなそういうことをやっているのか。高齢者の使用料なんか無料は当

たり前ではないか。これから無料にするなんてどうなんだというようなおしかりを受けまして、

それから何人かに調べたんですが、先ほど３分の１という話がありましたが、私はやはり無料

のほうがいいと思うんです。 

 パッチクラブというんですか、そういうペタンクみたいな競技の運動が生涯学習課の指導に

よってクラブをつくって、今盛んにやろうとしていると、今度は公民館を使うと５００円の使

用料。進めておいてクラブをつくらせて、やろうとすると５００円使用料、それがしかも３カ

月前に申し込まないととれないんだそうですね。そして、１週間前までに取り消しの場合は取

り消ししないと、使用料は返ってこないとか、次に使う場合には考えなくちゃならないとかと

いうような、そういう大変面倒な手続きがあって使っていることを初めて聞きまして、これら

についてももう少し親切に、お年寄りに使いやすいような方法、とにかく手続きがいろいろ書

き過ぎるんですね。高齢者に対しては余りそういうのを書かせて使用するというのを少し控え

てもらいたい。そんなことを希望申し上げまして、質問いたします。 

○議長（青木一夫君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  まず、目玉事業と申されまして、合併をいたしました直後の通年予

算ということもございまして、私の最初のごあいさつやらあるいは所信、そして提案理由にも

申し上げましたとおり、建設計画を踏まえた、新たな新市に向けた計画ビジョンに基づいた計

画予算であるというようにご理解いただきたいと思いますが、目玉事業というのは、やはりこ

れは少子高齢化対策、その中で具体的に言うならば福祉、教育分野に目玉事業を置いたという

ことでございます。そういったところは予算の枠としては少のうございますけれども、新たな

教育施策、そしてその少子高齢化対策の中で１００万円、２００万円の小さな事業ではござい

ますけれども、ソフト部門の事業が多いわけでございますけれども、那須烏山市の独自な施策

になっているというふうに認識をいたしております。そのようなことから、少子高齢化対策に

重点を置いた目玉事業を特に配した。このような事業予算内容になっております。 

 ２番目のご質問については総務部長よりお答えをいたします。 

 使用料等につきましては、最終的に政治判断をさせていただきまして無料化ということで、

形は減免措置を講じたということでご理解をいただきたいと思いますが、先ほどの関連をした

高齢化対策の隠れた目玉の措置であると、このように平成１８年度は考えていただいてもよろ

しいのかなと思っております。 

 まさに国民健康保険、老人保健等で見られるように、医療給付費は年々増嵩の一途をたどっ

ておりまして、今回も２億３,０００万円ほどの一般財源投入を余儀なくされている現実にご
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ざいます。そのようなことから、やはりこれも先ほど来出ていることでございますが、どうぞ

高齢者につきましては病院に行くかわりに、あるいは施設に行くかわりに、そういった公共施

設で大いに体を伸ばし、またそういった文化的活動、生涯学習の場でもって元気に明るく生活

をしてもらいたい。それが私は損して得とれではございませんけれども、使用料については、

合併時の那須烏山市の当初の少子高齢化についてはふさわしい。そのようなことを判断をいた

した経緯がありますので、このことについてはぜひご理解をいただきまして、高齢者そしてス

ポーツ少年団についての減免措置を理解をいただきたいと思います。 

○議長（青木一夫君）  総務部長大森 勝君。 

○総務部長（大森 勝君）  公債費の歳出に占める割合ということでよろしいでしょうか。

これにつきましては１３.３５％になります。なお、歳出関係で元金が約１１億円返済すると

いうことで予算計上してございまして、借入金に対する返済率については８.９７％というこ

とになります。 

 以上です。 

○議長（青木一夫君）  教育次長堀江一慰君。 

○教育次長（堀江一慰君）  使用料の関係で、申請の関係に言及されたわけでございます。

使用料に限らず、施設の使用につきましては各団体の利用申し込みというのをとらないと、ま

た貸しといいますか、二重貸し出しというような傾向もありますものですから、申請について

は減免団体であろうが、ぜひお願いをしたいというふうに思っております。なお、使用料関係

につきましては、市長の答弁されたとおりでございまして、現在、減免団体等について決裁中

だということだけ申し伝えておきたいというふうに思います。 

 以上です。 

○議長（青木一夫君）  ２４番森井國廣君。 

○２４番（森井國廣君）  １点目の予算を編成する基本的な考え方、重点目標については了

解いたしました。 

 公債費率のことですが、私は勉強不足で後のほうの８.９７％が何だかよくわからないので

すが、最初のほうの１３.３５％はそうかなと思ったんですが、私が議員になったころは１６％

ぐらいありますよね。そして、そのころはもう少しふえると再建団体になるなんていうことに

なって盛んに財政などから話を聞いていたんですが、いずれにしましても、１３％というのは

地方自治の参考書などを見ると、１０％を超えると赤信号だと。２０％を超えると国が管理す

る地方自治体になるというようなことが学者内では書かれているので、当然のことながらこれ

からも努力して、この公債費率を低めてもらえればと思います。 

 最後のことでは、希望を申し上げたいと思うんですが、お年寄りはあそこへ行って何月何日
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何時から何時まで何名、何々をやる。責任者はだれだれと書くのも大変な人が多いんですよ。

だから、窓口に行ったら市役所の方が、私が書いてあげますよと言って書くぐらいの親切心が

あればいいと思うんですね。社会福祉施設のやすらぎ荘、あそこの方は、言えば書いてくれて、

ちゃんと名前だけサインしてくれればいいと。そのくらいの親切心を持って、もっと使いやす

いようにお年寄りの身になってお願いできればと思います。私の質問を終わります。 

○議長（青木一夫君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  窓口対応については、私も就任以来いろいろと意見、おしかり等も

いただいておりまして、その窓口業務については毎回のことでございますけれども、接遇向上

にまた親切な対応ということを呼びかけております。しかし、まだまだ私も不十分であること

はよく認識をいたしております。今の窓口の接遇業務が私から言わせれば、市役所ですから市

役所の実力の評価と言っても過言ではないんです。そのくらいやはり住民の皆さんは窓口業務

についての評価というものが大変高いわけです。したがいまして、この評価が即窓口対応のこ

と、あるいは電話の応対につながりますことから、レベルアップにさらに励んでまいります。

よろしくお願いします。 

○議長（青木一夫君）  総務部長大森 勝君。 

○総務部長（大森 勝君）  先ほどは大変失礼いたしました。公債費の構成比ということで

先ほど率を申し上げました。公債費の比率につきましては、現在まだ那須烏山市としては決算

統計が終わらないと出てまいりません。先ほどご指摘のように、那須烏山市の場合は１６％以

上に１.６４という数字になっていることは間違いございません。 

 以上でございます。 

○議長（青木一夫君）  ２８番滝田志孝君。 

○２８番（滝田志孝君）  それでは平成１８年度の予算についてお伺いいたします。 

 １０月１日合併をしまして、何かと忙しい中での予算を組んだのかなと思って見ております。

そういう中で今、同僚議員から話がありましたように、大谷市長のカラーが余り出てこない予

算書なのかなと思っております。そういう中で、今議会で市長は農業、商業、工業、観光につ

いていろいろな形で新市としての方針を答弁しておりますが、具体的に何を優先的にやるのか

なと、市長の考えがはっきりわからないところがあるんですね。 

 そういう中で、企業誘致をしますよとか非常にすばらしい話もありますし、これは継続的に

やっていただくことがいいのかなと思っているんですが、特に企業誘致、商業、工業というの

はなかなか難しい部分があるのかなと。そういう中で、農業とか観光については、現にあるも

のを利用すれば、何とかすぐ利用してできるものがある。また、具体的にこういうものをやろ

うと言えば、来年度４月以降からでもできるものはあると思うんです。それについて、市長は
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具体的にこのものについてはこういうふうにやっていくんだ。４月以降、または平成１８年度

は先ほど言われたように検討段階で、平成１９年度からこうやるよというような考えをしてい

るのか。そこら辺のところをお伺いをいたします。 

 そして２番目に、道路整備についてもいろいろと出ていて、旧烏山のほうではいろいろな陳

情が出たり、そして採択をしたけれどもできなかったりということで、もう１回見直しをしま

すよという話があるようであります。そういう中で、現在那須烏山市の整備状況等について合

併後どのくらいやっておくのか。また、合併特例債を使ってどのぐらいの整備ができるのか。

そのところをお伺いするものであります。 

○議長（青木一夫君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  先ほどとも重複をいたしますけれども、今回の目玉予算については

特に少子高齢化に配慮したということでございまして、その中では教育についても独自の政策

を入れまして、予算づけもしていただいたのはご案内のとおりであります。さらに、そういっ

た産業等についても企業誘致は全庁挙げてやるというようなことでお答えをしていますとおり、

当面１００万円の予算を計上させていただいております。 

 このことは企業誘致の委員会も４月、助役をキャップに早急に立ち上げますけれども、そう

いった委員会の中でこれも産学官の組織をつくらせていただきますが、その中でこれは具体的

にどういった優遇策でいくんだ。どういう緩和策でいくんだというのを早急に、これは議会の

皆さん方の意見も聞かせていただきますが、そのようなことで営業政策を決めて、企業誘致に

向けて私は営業していきたい。そういった準備金、一部の交通費ということで１００万円でご

ざいます。 

 そのようなことであるとか、農業については確かにこのような極めて財政規模が厳しい中で

ございまして、あれもやりたいこれもやりたいという場面はあったんですが、結果として私の

裁定の中では、今までの助役裁定の中で予算をふやせということはございません。パイが決ま

っておりますので、財政調整基金からも４億５,０００万円も繰り出しだという状況でござい

ますから、それ以上出しますと来年度予算がたたないという状況もよくわかりますので、そう

いった中で内部のやりくりをさせていただいたのが、今の教育なり、福祉なり、学童保育なり、

そういった対策なのであります。 

 したがって、農業についても全市花公園構想の中で観光とリンクをさせた構想の中で、農政

課関連の全市花公園構想の中で１００万円もつけさせていただいた。厳しい中ではあるけれど

も、小さな目玉を要所要所につけさせていただいたということでございまして、したがって、

そのような財政状況をよく勘案いたした中での厳しい予算、でも中味は少額ではあるけれども

独自の予算を組み入れたというようなことで理解をしていただきたいと思っております。 
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 道路整備でございますけれども、これも概要で申し上げましたとおり、２億１,０００万円

の合併特例債の中で８５％程度は道路に関することでございまして、野上愛宕台線、そして鴻

野山小倉線、山手通り線、そういったところを具体的に合併特例債事業としてつけさせていた

だいております。ここにありましては、この道路について今までの陳情等についての採択事業

につきましては、この期間中にもお答え申し上げたと思いますけれども、平成１８年度に策定

をいたします本市の道路整備計画の中でかなり年数がたっているもの、あるいは最近出たもの

とか、よく検証させていただいて、ランクをＡ、Ｂ、Ｃ３ランク程度にいたしまして取り組ん

でいく。そのようなスタンスだろうと考えております。 

○議長（青木一夫君）  ２８番滝田志孝君。 

○２８番（滝田志孝君）  少ない中でも予算をつけたというお話はよくわかるんですが、そ

ういう話とはちょっと違いまして、テレビなどを見ると世の中は少しはよくなったようですが、

現実にこういう地方に来ますとまだまだ冷え込んでいるのが現状であります。そういう中では、

景気がいいときは役所は大変失礼ですけれども、居眠りをしていても税源は入ってきますから、

それほど問題ないんですね。不景気、ちょっときついときは役所が旗振り役をやってくれない

と、民間で旗振りやるのと役所で旗振りやるのでは、農家の人なんか特に感覚が違うんですね。 

 ですから、具体的にカボチャがあるんですよ、何があるんですよという話もいいんですが、

じゃあ、こういうものをやってみよう、この那須烏山市としてはこういうものをつくって、そ

れをまずやってみよう。そして市を挙げて売り上げしようという考え。もう一つ言えば、ほか

のものは、大変失礼ですけれども、市場ですよ、余りはっきりしないものは切ってしまっても

いいのではないか。ちょっと冷たい言い方かもしれませんが、それが一つの目玉商品であり、

特産品をつくる原点だと私は思っているんです。あれもやろうこれもやろうと言いますと、ど

こかしら無理が出てしまうんですね。やるのならこれをやる、徹底してやる。そういう旗振り

役を那須烏山市でできるのかできないのか。 

 そしてもう一つ言いますと、米作です。減反、減反、ことしは約４０％近くが減反でありま

す。本当に就農意欲が出てくるのか。農家の人はそれで生活をするという方は働く意欲がなく

なっちゃうと思うんですね。そして、生活が苦しい、それを子供が見ている、子供に農業やれ

と言ったってやらないですよ。なぜか、親の背中を見ていて、生活に困った背中を見ていれば、

子供はそれを仕事にするかといったらやらないに決まってますよね。なぜかというと食えない

から。そうしたら、人口をふやす話じゃなくて、出ていっちゃう話なんですよ。 

 私は別に米をつくって農協へ出すな。要は今自主流通米だから市で販売しろ。そういう話を

しているわけじゃないんですが、現実に大潟村では農協に出さない運動、ちょっとまずい話な

んですがやっているんですね。それは直接自主流通米をつくって売っている。そういう中で、
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それができれば次に何かやろう、そういうふうな形になってくる可能性があると思っています

し、そういう中ではまず米はどこまで、本当に４０％減反しなくちゃならないのかどうか。や

っぱりもっと農家の働く、そして意欲が出るような考え方が市としてできるのかどうか。そこ

ら辺のところをもうちょっとその担当担当で市長が命を下して、そういう勉強をさせる。それ

も大事なことかなと思っています。 

 それと次に、道路の整備についてなんですが、おおむね話はわかっているつもりでいますが、

去年の１２月に市政懇談会、向田の自治会長さんが主催で私どもも声をかけていただきまして

参加させていただきました。その中で、神長から野上の通りまでは合併特例債を使って３年間

でやりますよ。私はそういう記憶があるんですが、それは大丈夫なんですよね。 

 それと、もう一つ言いますと、これは栃木県も反対をしているわけなんですが、道路整備に

ついては目的税、揮発油税、ガソリン税、軽油税、そういう税金は目的税であります。目的税

でありながらも、国では一般財源に今回入れようという考えをしているようであります。それ

が首都圏以外は大体が反対であります。私もその反対でありますし、それについても市長とし

て県と市にあわせて、ぜひともそういう部分はやっていただきたいと思っています。 

 順番が違って申しわけないんですが、企業誘致、栃木県は去年までは企業誘致に使う予算は

２億円でした。ことしからは３０億円であります。ぜひともそういう中では県とタイアップし

て企業が出てくればそういうお金も有効に利用させていただいて、ぜひとも誘致活動に頑張っ

ていただきたいと思っております。そこら辺の意気込みを聞かせていただければと思います。 

○議長（青木一夫君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  再度お答えをいたします。この農業問題についてでございますけれ

ども、やはり働く農家が、生産者が意欲を持てる農業、これはやはり目指すところであります。

そのようなことに傾注するために、いろいろと特産品であるとか、あるいは農業公社の問題と

か、ＪＡと連携を組んだいろいろな施策を取り組んでいるところでございます。しかしながら、

やはり昨今の農業行政の激変には、市としてもついていくというのがなかなか難しい。やはり

これは全国的な傾向にあるようですが、那須烏山市としては基幹が農業だということは十分周

知をいたしておりますから、この辺は総合的に農業、工業、商業全般にわたって新たなまちづ

くりの中で大いに意見も議論もかみ合わせながら、構築をしていきたいと思います。 

 ですから、平成１８年度、早急にそういったところがないんじゃないか。それは確かにそう

かもしれません。やはりそういったソフト部門だけはつくり上げていきたいと思っております

ので、ひとつよくご理解をいただきたいと思います。 

 またさらに、この道路整備についての中で、合併特例債、私は向田の自治会、確かにあそこ

は両町をつなぐ融和の道路だと思っております。したがいまして、そのような全面ということ
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はなかなか大変かもしれませんが、極度に危険箇所、整備が必要なところ、現場も見てよく承

知をいたしましたので、合併特例債事業に組み込んでいきたい。これは間違いございません。 

 それと、企業誘致でございますが、これはもう既に県でも３０億円をつけたのはよく承知を

いたしておりまして、私も県知事との懇談の中で、ぜひ協力をお願いをしたいというような要

請もいたしております。企業誘致は１００万円でございますけれども、補正優先という形でこ

れがどういったことになるかわかりませんけれども、秋ごろ急にそれが実ったということであ

れば、補正優先で対応させていただきますので、その辺のところは先ほど申し上げましたとお

り、全庁挙げて私どもがトップセールスマンとなってやっていく覚悟がございますので、これ

もご理解を賜りたいと思います。 

○議長（青木一夫君）  ２８番滝田志孝君。 

○２８番（滝田志孝君）  今、市長から目的税の反対をしてもらいたいというのは答弁が抜

けたようですから、それは最後にお願いいたします。そういう反対をしていただくことに期待

をしておりますから。 

 もう一つ言いますと、農家は専業であれば専業で食えればいいわけですね。やっぱり食えな

いというのはいかがなものかなと。どんな形であっても生活ができる、これが最低の条件だと

思うんですね。ですから、それが一般のサラリーマン並みの生活が今はできないところが多い

のかなと思っているんですね。それができればいいのかな。 

 そういう中では市長はトップでありますから、ある部分はトップであっても農協といろいろ

話をしなくちゃならないかもしれませんが、思い切った形でやるものはやっていこうという話

をしないと、なかなか農家の人は踏ん切りがつかない。そういうふうに私は思っているんです。

どうぞそういうところはもうちょっと平成１８年の予算の中で、平成１８年はまた検討してや

ってもらいたいというのもおかしいんですが、どうぞ時間をかけて農家の人がそれなりに食え

るような形でよく検討していただいて、それが一つは農家のためであり、大谷市長のためでも

あると私は思っております。どうぞそこら辺のところを努力をしていただきたいと思っており

ます。 

 それと、道路整備については話がわかりましたが、先ほどの神長農免まではぜひともお願い

をしたいと思いますことと、一般財源に入れることは何が何でも反対という趣意書を県のほう

にも上げていただきたいというお願いをしまして、質問を終わります。 

○議長（青木一夫君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  那須烏山市のあるべく農業については、今模索をいたしております。

確かに言われるように、農業人口が減っているのは食えないからと承知をいたしております。

今食える農業は、私の地では恐らく畜産を主体とする農業かなと思っております。これは後継
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者もしっかりと三代もしっかりしている農家もございます。そのような農業に、那須烏山市は

あるべき農業に最大限の努力は傾注しなければならない。このような格好であります。 

 道路財源の目的税の揮発油税についてのお尋ねがございましたけれども、私もまさにこの一

部の国会議員の中には、もう道路整備はいいんだと言っている方もいらっしゃいます。私は大

反対をいたしておりまして、この旧南那須町時代でもよく反対陳情については一緒に要望いた

しております。したがって、今後ともこの道路財源を一般財源化することない要望については、

粘り強く続けてまいります。 

○議長（青木一夫君）  ３５番平塚英教君。 

○３５番（平塚英教君）  平成１８年度の当初予算で、特に一般会計関係について総括質疑

を行いたいと思います。 

 まず、予算の概要を見させてもらったんですが、１ページの一番下のほうに三位一体の関係

で、補助金等の財源移譲により所得譲与税が１億２,６１４万円ふえた、２億４,０００万円と

なったと書いてあるんだけれども、非常に誤解しますよね。お金がふえたんだみたいなふうに。

実際には、地方交付税補助金、国の負担金が減額されているわけですよね。その辺で増額分は

これでわかったんですが、減額されたのはどういうふうになっているのか。差引増減どうなの

か。その辺をまずお示しいただきたいと思います。 

 次に、今回は合併直後ということで、那須烏山市の都市計画プランの策定が４８０万円、総

合計画策定が９２９万円ということでございまして、あわせて１,５００万円をかけるという

ことでございます。まちづくり委員会等を設置するということも１００万円ございまして、地

方分権の時代に対応する自立したまちを実現するんだということで、行政改革も進めるという

ことでございます。 

 しかしながら、この議会でも何度も同僚議員からも協議がありましたように、合併那須烏山

市の財政力指数は０.４５ということでございますので、つまり５５％を地方交付税、補助金、

交付金というものに依存しているということですよね。 

 したがって、自立するんだということであれば、一つには戦後築き上げられてきた民主的な

制度である地方交付税制度を国が守るように、市長のほうからも強く働きかけていただきたい

というふうに思いますが、さりとて国のほうでもこれを削ってきているということに変わりは

ございません。そういう中で、いかに自立したまちをつくるのかということが課題になるわけ

であります。 

 したがいまして、これは一般質問の続きみたいな話になってしまいますけれども、この都市

計画プランにつきましても、総合計画につきましても、まちづくり委員会の設置や運営につき

ましても、行政改革につきましても、やはり市民が主役の計画を策定すべきだというふうに、
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そして市民がそれに参加協力をするということで、この計画をみんなして実施するんだという

ふうにしてもらいたいと思うんですが、果たしてそういうような総合計画づくり、都市計画案

づくり、また行政改革づくり、自立するまちづくり計画を樹立するというふうにするのか。そ

れはそれとして、あくまでも参考意見程度にとどめて、役場が全部仕切って役場のほうで勝手

にこの計画はつくるんですよと。役場のほうで案をつくって、東京かどこかのコンサルタント

会社に頼んで１,５００万円は消費するんですよということで進めるのかどうか、この点につ

いて確認をしておきたいと思います。 

 次に、主な施策の関係がいろいろ出ておりますが、高齢者福祉の充実ということで福祉バス

の運行拡大というふうにあります。４５０万７,０００円。これはちょっとイメージがわかな

いので、どんなふうな福祉バスの運行を図るのかお示しいただければと思います。 

 次に、高齢者福祉、障害者福祉の充実ということでありますが、どちらも改悪をされました。

特に障害者自立支援法というものは、障害の重い人ほど負担が重くなる天下の悪法ということ

で問題になりました。そういうものに基づいて障害者福祉を充実されるということであります

が、中味を見ますと障害者自立支援事業というのが１億３,５８８万２,０００円ということで

載っております。具体的にはどのような事業を展開されるのかお示しをいただきたい。 

 ４番目、その下に個性と魅力ある教育文化ということでございますが、重複は避けまして郷

土教育の推進というのがうたわれております。これはどのようなことで事業展開されるのか

１３０万円の使い道についてご説明をいただきたい。 

 ５番目は、２１世紀にふさわしい産業雇用を生む町の実現ということでございます。先ほど

も企業誘致の問題が出ましたが、今、２０代の労働者の２人に１人が派遣、パート労働者とい

うことで、年金の掛け金さえ払えないという状況に置かれております。しかしながら、２１世

紀にふさわしいということであれば、こういう若い世代の方々がきちんとした雇用について社

会保険や年金も払い、さらには税金も払っていただく。こういうまちづくりが望ましいと私は

思います。しかしながら、この南那須管内ではさりとてそういう方々をはぐくむのには厳しい

という環境もございますので、これはエリア外でも結構ですが、いずれにしましても若者を中

心とした雇用対策を本格的に進められたいというふうに思います。 

 そういう意味で、市当局とハローワーク、商工会、雇用協会、また市の企業代表などを加え

て、できる限りの雇用を守りはぐくむ対策を強めていただきたいと思うんですが、これについ

てご回答をいただきたいと思います。 

 ６番目は、先ほども出ておりましたが、自治会の振興交付金の減額、これは報酬７３１万円

のほうに行政区長、副区長手当に振りかえたということでございますが、班長手当が出されな

くなるんです。私も地元の班長をやっておりまして、班長手当が出なくなるというのは非常に
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問題だと。自治会のほうからもらえということなんですが、まちの公文書や広報を配る班長が

なぜ自治会のほうから手当をもらわなくちゃならないのか。ＪＡのほうでも班長手当をちゃん

といただいております。 

 したがいまして、まちの公文書あるいは広報を配付するわけですから、当然まちのほうから

班長手当を出すべきだというふうに私は思うんですが、その一方で自治会長宅に、これは今度

行政区長宅になると思うんですが、広報文書を市のほうで届けるのは今までどおり市の職員２

人で行うんですか。民間ではこれは考えられません。なぜ２人で届けなければならないのか。

その根拠を示していただきたい。 

 手当というか報酬という関係で申しますと、廃棄物監視員は毎月３万円で１２カ月、両方の

市で１２名おられるということで４３２万円と計算しました。農業委員会の会長さんが年俸

３０万円です。職務代理が２６万円、委員が２４万円です。これよりも高い報酬を払ってどれ

だけの仕事をしているのか。確かに中には自分のエリア内のごみを道に上げて役場のほうに連

絡をして、それを持っていくということの努力をされている人もいますが、活動の実態が見え

ないという問題も出ております。 

 それならば、それだけのものを自治会に配布をして、市民みんなでごみ拾いをしたほうが町

はきれいになるのではないか。監視も強まるのではないかと私は思うんですが、これについて

お答えをいただきたい。 

 最後の質問ですが、介護保険ができて以来、なぜか予防医療あるいは障害者になった人につ

いて健康福祉の面から、例えばリハビリ教室みたいなものを行政のほうでやらなくなったんじ

ゃないかというご指摘を受けております。今度は包括支援センターでやられるというふうに聞

いておりますが、やはり南那須まで来るのは大変なんです。烏山の人は烏山の南那須健康管理

センターで、そういう所定の先生がいなくても保健師さんでもリハビリ教室などはできるとい

うふうに私は聞いております。そういう設備もあると聞いております。できれば、本当はそう

いう方々について後追いの訪問看護指導というのが必要なんですが、なかなかそれが全エリア

にできないとすれば、烏山の南那須健康管理センターでリハビリ教室を開いて、そういう事故

に遭った方の機能訓練、回復に努めていただきたいと思うんですが、これについてのご回答を

お願いします。 

○議長（青木一夫君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  それでは、順番に従いましてお答えをいたしますが、まず、プラス

分とマイナス分とのことにつきましては、総務部長から説明をさせていただきます。 

 合併直後というようなことから、自立をしたまちづくりをどのような形でやるかという確認

でございますが、議員ご指摘のように、これは委託都市計画と総合計画については確かに１,
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５００万円なるものを予算を入れましたけれども、基本的には私はこういう総合計画委託料に

ついてはいろいろとその他もあったのでございますが、かなりカットをさせていただいたのが

裏話でございます。やはりこれは官民協働で一体となって、これからのまちづくりを進めると

いう協働的な、住民が主役だというようなことで私は公約にも言ってきたつもりでございます。

そのようなことから、十分に皆さんの意見を聞きながら、また議会を重視する形でのまちづく

りが自立にふさわしい。そのようなことから進めていきたいと思っておりますので、さらに確

認をさせていただきたいと思います。 

 ただ、この総合計画といったところについては、都市計画、これはやはりプロの手も一部必

要なところもありましたので、このことについては委託費として載せさせていただいたという

ことでございます。 

 福祉バスの件につきましては、今ございます福祉バスをさらに拡充、拡大すべく予算措置を

させていただきました。今、高齢者の問題でもって、旧南那須については１日３便ほど温泉等

への送迎をいたしております。また、公共機関へのことということで大変重宝しているという

こともございましたり、あるいは議会等の意見等も踏まえながら、それをさらに拡大したいと

いうようなことからつけた事業でございまして、継続事業プラス拡大事業とご理解をいただき

たいと思います。 

 障害者福祉支援、具体的には市民福祉部長から答弁をさせます。 

 郷土教育の推進１３０万円でございますが、平成１８年度からは小中高１３校になります。

１０万円を基本といたしまして１３０万円独自の郷土教育推進費としてつけさせていただきま

した。いろいろと学校長を初め学校の現場の声を聞くと、各学校で独自の教育を構築をしたい。

そういったこれは切磋琢磨の精神も、今の子供たちには余りない。ボトムアップ形式というよ

うなところで、学校の運営も小学校、中学校とも金太郎あめ式な護送船団方式にはなっていな

いか。こういったところを考えますと、合併の裁量、いわば校長の裁量でもって児童生徒の教

育を推進すべきだろうというような私の提言によって、つけさせていただいたということでご

ざいます。 

 この均等割が５万円でございまして、あとは児童割になっておりまして１番少ない小学校で

も６万円から７万円ぐらい多分配分があると思います。多いところでは２０万円近い。そうい

ったことで１３０万円の中で独自の郷土教育を推進するための経費だとご理解をいただきたい

と思います。 

 ２０代の労働者を初め若者の雇用対策についても言及されましたけれども、本市におきまし

てもフリーターという方が大変多いのであります。全国的な統計ですとフリーターが大体

２.５％ぐらいいるということです。したがいまして、本市においても１００人から百二、三
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十人ぐらいフリーターがいると理解をしておりますが、将来的なことを考えますと、ゆゆしき

状況であると認識をしておりまして、そういう中で先ほども滝田議員からもいただいた農業で

働く場を与えたいということも大変必要なことだろうと思っているんですね。そういった受け

皿をつくらなければなりません。 

 そういったところも考えていきたいと思っていますが、やはりどうしてもその受け皿につい

ては企業が一番いいと思っておりまして、そういった意味では、隣接も含めた企業誘致、雇用

支援というのはハローワークにもいろいろと協力をいただいて、旧南那須町では雇用相談も毎

月１回やっていたといったこともございますが、そういったこともさらに拡大をしながら、那

須烏山市といたしましても、若者に対する雇用相談、そして雇用の啓発促進、また農業とリン

クさせる働きの場、そういったところも含めて積極的な策を打っていかなければならない。こ

のような必要性は強く感じております。 

 さらに、自治会の振興交付金でございますが、班長手当は出すべきだということでご提言い

ただいておりますが、旧烏山の皆さん方からもいただいております。合併協議のすり合わせ事

項の中で、これを平成１８年度からは行政区長制度に改めますというようなことで、副区長制

もつくります。その方たちだけに報酬を支払います。このようなことになっていることはご承

知のとおりだと思っています。 

 旧自治会も格差がございまして、南那須はそういった班長手当は払っていないのはご承知の

とおりだと思うんですが、それは自治会の字費から払っておりまして、旧南那須でも行政区長

さんだけにしかお支払いをしていない。会計、班長さんは自治会の会員の会費の字費から捻出

をしているといった実態なのでございます。そのようなこともあったりして、合併協議では区

長制を敷く場合に区長さんと副区長さんだけに支給しますよといったことでございます。ちな

みに副区長さんは一律４万円ということでございます。 

 いろいろとそういった意見等もありますので、その規定の中で何か班長さんにないか、今担

当部で子細に検討させていただいておりますから、そのようなことでひとつ検討中であるとい

うことでご理解いただきたいと思っております。 

 介護保険についての包括支援センターができますけれども、その中でのリハビリ等について

の旧町単位というのは、これはやはりごく当たり前な自然な形だろうと私も思います。この前

の診療所の問題と同じような形でございますので、旧烏山につきましても合理化審議会の答申

等もあるんですが、これは恐らく緊急な課題だろうと思いますので、今そういった公共施設、

健康管理センターがあることも承知をいたしておりますので、そのようなことで対応できない

か、これは早急に前向きに考えていかなければならない問題だろうと思います。 

 以上です。 
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○議長（青木一夫君）  総務部長大森 勝君。 

○総務部長（大森 勝君）  三位一体の改革についてお答えを申し上げたいと思います。 

 三位一体の改革につきましては平成１６年度から行われておりまして、国においては国庫補

助金の削減、地方交付税の削減等がされているわけでございまして、そのかわり税源移譲等に

つきましては、所得税から住民税への移行ということで平成１８年度には１０％、市の場合に

ついては６％ということになるわけですけれども、また先ほど申し上げましたように、所得譲

与税関係での措置、地方特例交付金での措置等が現在されてきているわけでございます。 

 今回、特出ししてございますのが所得譲与税で１億２,４００万円の増になりましたという

ことで書いてございますけれども、先ほど平塚議員からご指摘がありましたように、削減が当

然されてくるわけでございまして、平成１８年度の状況を見てみますと、まだ不明確な点はあ

りますが、児童扶養手当関係が４分の３から３分の１にされるという話等もございます。これ

が移行された場合については、約５,０００万円が減るということになります。あと、児童手

当関係等につきましても、３分の２から３分の１に移行された場合については１,６５０万円、

米の需要調整対策推進交付金の補助金等が削減されまして２６９万１,０００円、農業委員会

交付金３００万円等が減る予定になっております。これをトータルいたしますと、７,２５２

万８,０００円になる見込みでございます。先ほど申し上げましたように、児童扶養手当等に

ついてはまだ不明確な点がございますので、見込みということでお答えを申し上げました。 

 また、平成１７年度においては、公共保育所関係の人件費等については削減されておりまし

て、あと老人ホーム関係の人件費等が削減されておりまして、この関係では１億２,２００万

円の減ということで積算をしてございます。 

 次に、広報からすやま関係の２人の職員で配布をしているというご指摘がありました。これ

につきましては、現在合併をしたばかりでございまして、烏山の職員については南那須地区が

まだよくわからない。また、南那須の職員については烏山地区がまだわからないというような

状況があるということから、現在２人で配布をしております。しかし、地理的にわかっている

職員については、現在も１人で配布している職員等もいるように聞いております。これら等に

つきましては民間に置きかえれば、当然１人で配達をしているというのが実態だろうと思って

おります。今後対応につきましては、できる限り１人で歩けるような体制づくりを考えていき

たいというふうに思っております。 

 以上です。 

○議長（青木一夫君）  市民福祉部長雫 正俊君。 

○市民福祉部長（雫 正俊君）  それではお答えいたします。 

 福祉バスの運行の拡大につきましては、市長の答弁のとおりでございますが、現在、旧南那
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須町の管内におきましては、町内を４つに区分しまして１日３往復で１週間１回、高齢者の足

の利便性を図っておりますが、これを週２回に拡大をするものでございます。 

 次に、障害者自立支援法１億３,５８８万２,０００円の中味はということですが、障害者福

祉行政につきましては、身体障害者福祉法、知的障害者福祉法、精神障害者福祉法というそれ

ぞれの法律に基づきましてそれぞれ障害者福祉行政を行っておりますが、平成１５年からこの

法律に基づきまして支援費という制度ができました。この支援費は、それぞれの障害者の所得

に応じて、その所得を控除した残りを全部公費で負担するということですが、これが非常に青

天井になってきてしまったということも一つの理由。 

 それから、障害者の場合は知的障害と精神障害を両方持っているとか、身体障害と知的障害

を持っているとかと、一つの法律になかなか当てはまらないケースが多いということで、平成

１８年４月１日から、これらを一つにまとめた障害者自立支援法という法律がスタートいたし

ます。この障害者自立支援法は今度は３障害が一緒になりますから、それに対しましての居宅

サービス、施設サービスが一元化されるということでスタートするわけなんですが、この中で

旧法と新法とあるんですが、一部平成１８年４月１日からと、ことしの１０月１日からという

２段階でスタートする部分があります。特に居宅サービス、在宅サービスによるサービスにつ

きましては４月１日からスタートするんですが、施設サービスにつきましては１０月１日から

ということで、ほぼ介護保険制度にならう。これを利用する方は１割を負担しまして、残り９

割は公費負担ということになっております。 

 今回の１億３,５８８万２,０００円の内訳は、居宅サービスが２,６６０万円、施設サービ

スが８,３３０万円、補装具関係が約６００万円、更正医療、これが医療費に変わります、そ

れが１,３００万円、それから地域支援事業としましていろいろな支援をしていくというのが

５,５７０万円ということで、全体的に１億３,５８８万２,０００円となっております。 

 次に、介護保険制度におけるリハビリを烏山と南那須でということですが、今度の新しい介

護保険法の大きな改正点につきましては、従来の介護保険の場合はいろいろなサービスの支給

ですが、今回は予防という項目が入ります。したがいまして、介護の認定を受けている方もそ

れ以上進まないためのリハビリ、これから介護を受けるおそれがある人に対しましては、そち

らのほうにいかないような予防するためのリハビリという制度、２つの制度があります。 

 そんなことで、今回は新しい介護保険法に基づく予防制度としてリハビリを取り入れますが、

現在のところは毎週１回実施する予定になっております。今の計画としましては、烏山と南那

須を交互に毎週やるというふうな予定でおりますが、このリハビリの該当者というのは当然こ

れからいろいろな介護度に応じましてケアプラン、介護要望プランを作成しますが、その段階

でそのリハビリが必要とするというふうに認定された方で医師の指示書をもらってリハビリを
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実施することになります。それにあたっては、看護師、理学療法士があたるわけです。 

 ですから、そういうことで現在実際対象者が何名かというのは把握できない状態ですから、

一応とりあえず南那須と烏山を交互で実施する予定でおりますが、もし烏山の方が毎週受けた

いということになれば、南那須に来ればそれは毎週も可能であります。実数がもし極めて多い

ような状態になれば、当然先ほど市長の答弁のとおり、烏山で毎週、南那須で毎週という形で

実施されていくのかなというふうに考えております。 

 以上で説明を終わります。 

○議長（青木一夫君）  経済環境部長佐藤和夫君。 

○経済環境部長（佐藤和夫君）  廃棄物の監視員につきましては、月に５回、自分の決めら

れた区域を見て歩くことになるんですね。したがいまして７,０００円掛ける５で３万５,０００

円掛ける１２カ月で算定しております。 

 以上です。 

○議長（青木一夫君）  休憩いたします。 

休憩 午後 ４時１２分 

 

再開 午後 ４時２４分 

○議長（青木一夫君）  休憩前に引き続き会議を開きます。 

 ７番舩山栄一君。 

○７番（舩山栄一君）  １点についてご質問させていただきます。 

 ８９ページに結婚相談の協議会のがございましたけれども、去年より１０万円ほどつけてい

ただいたんですが、実際問題として今結婚問題で悩んでいる方がたくさんおります。しかし、

結婚相談員が個人情報保護法か何かで、なかなかできないということで停滞しております。 

 その中で考えられることは、これから見合いのときに女性のエスコートをするとか、言葉遣

いとかそういうものを１回ぐらい講習をやらないと、わからない人が多いんですよね。これは

笑い事じゃないんです、本当なんです。そういう人だからこそなかなか女性に恵まれないとい

うか、触れ合いができないということなので、行政もこういう感じで１回そういうことをやら

なくちゃならないかなと。それから各家庭を歩いて親父さんといろいろそういう話をすると、

娘に聞いてくれとか、せがれに聞いてくれとかと言って親子断絶というか、その辺に関しては

非常に疎通がないんですよね。この辺をすべてそういう推進員の人ばかりに任せておいてもだ

めなので、こういったことをこれから少しやっていただければ、これだけの予算をもらってい

るんだからそういう企画をひとつお願いしたいということで、提案で質問を終わります。 

○議長（青木一夫君）  市長大谷範雄君。 
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○市長（大谷範雄君）  結婚問題については旧南那須町のときにも舩山議員からいろいろと

ご提言をいただいておりまして、商工会を通じて講習会なんかも開催させていただいて大変あ

りがたいと思っております。 

 旧南那須の事例で言いますと、町が主催する形で男女の出会いの場を２年間やってみました。

予算は１００万円から１５０万円かかったと記憶いたしておりますが、これは会食をしたり、

そしてディズニーシーワールドにバスを借り上げて行ったりと、会費は３,０００円から５,

０００円でございました。そのようなことで、大変人気のある事業でございました。 

 実績を申し上げますと、カップルが６組できましてゴールインしたのが２組おります。これ

は１人は馬頭からお嫁さんをもらいました。１人は高根沢からお嫁さんをもらいました。これ

は大変費用対効果が大きいものがあると思うんですね、２組ゴールインですから。平成１８年

度もそのようなことで取り組みをしたいと思っておりますが、先ほど接遇ということができて

いないということでございますが、話し方とかそういったところも大変大きな要因であります。

ですから、そういう機会にそういうことも、講習会とは言わないでも懇談の中でそういったこ

とができればいいのかなと考えております。 

 教育次長、補足することがありましたら説明をお願いします。 

○議長（青木一夫君）  教育次長堀江一慰君。 

○教育次長（堀江一慰君）  結婚相談所につきましては、市長が今、答弁したとおり、触れ

合い関係の事業費も含めて補助金という形で支出をさせていただいているというのが実態でご

ざいまして、内容的には市長のほうが私よりもわかっているようでございますので、私から言

うことはございません。よろしくお願いします。 

○議長（青木一夫君）  ７番舩山栄一君。 

○７番（舩山栄一君）  実は私、評判が悪くなっちゃったんです、下江川中学校卒業だとい

うこと。それと、実は私、結婚問題について中国の女性の紹介を少し広告を出しました。金を

かけてやったんですが、ごらんのとおり、何かおかしな問題が２つばかり提案されちゃって、

あるところにハルピン、見合いのそれを出しておいたんですが、何だかみんな私のところへ来

て、何であんたのやつはみんなだめじゃないかなんていうことを今やられているような状態な

ので、いろいろ話をすると、私は国産がいいなあなんて言ったり、やっぱりどうも感覚が今ち

ょっと皆さん方が変わっている状態なので、もう少し行政も真剣になって指導しないと、今の

体制は難しいなというふうに思っていますので、ぜひこういう点を配慮してこれからお願いし

ます。 

 以上です。 

○議長（青木一夫君）  市長大谷範雄君。 
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○市長（大谷範雄君）  前に商工会内での結婚問題についての、いろいろ関係各位が集まっ

て私も出席をさせていただきましたことは記憶いたしております。舩山議員は国際的なグロー

バル的な考え方で結婚問題をとらえております。したがいまして、中国の結婚の事例ですね、

結婚してうまくいっているという方まで連れてきまして、事例まで説明をさせていただいた記

憶があります。私もそういった方を介してどうだろうという話を実は第三者にもさせてもらい

ました。日本人の結婚観に対するＤＮＡというのは、やはり基本的に国産型なんですね。なか

なか国際結婚というのは難しいようなＤＮＡを持っているなということは痛感をいたしており

ます。これは私の個人的な意見でございますが、そのようなことも織りまぜながら、やはり結

婚対策は慎重かつ真剣に推進をしていくことになろうと思います。ご理解いただきたいと思い

ます。 

○議長（青木一夫君）  ２５番菊池俊夫君。 

○２５番（菊池俊夫君）  何点かお尋ねをしようと思っていたのですが、今までのやりとり

の中で大方は理解ができたものですから、大変細かいことでございますが、その関係において

１点ということでお尋ねしたいと思うんですが、歳入歳出予算の事項別明細の１３款で使用料

及び手数料は約前年比で倍額ほどになっておりますけれども、予算原案をつくった後に市長の

政治判断があって、一部減免の措置ということになるようでありますが、これについては使用

条例または施行規則の減免条項などの見直しなどは必要ないのかどうかが１点。 

 それから、一般会計の１６ページ、同じく使用料及び手数料で、総務使用料の自家用有償バ

ス使用料、これは先ほど福祉バスの話も出ましたけれども、この自家用有償バス使用というの

は旧両町で１台ずつバスを持っていたと思うんですけれども、１,２６０万円の歳入を見込ん

でおりますけれども、これはどういう性質のもので、また自家用有償バスというのはどういう

ふうに申請をした場合に使われるような基準になっているのか、まずお尋ねをします。 

○議長（青木一夫君）  教育次長堀江一慰君。 

○教育次長（堀江一慰君）  今回の使用料関係、市長の方針が出ておりますが、この条例に

つきましては、管理及び使用料条例の中にお金は幾らですよというのが各施設ごとに規定され

ております。条例施行規則の中に減免規定が載ってございますので、その中に先ほど申し上げ

ました体育施設関係については、スポーツ少年団、あるいは高齢者６５歳以上の表現がござい

ますが、それらの中で運用の中でそういう減免規定というものがございますので、それらを組

み込みまして内規の中で対応したいということでございます。また、公民館使用料につきまし

ても、公益上特に市長が認めるというような１項がございますので、その中で対処するような

形で条例、規則等の改正はしなくても対処できるのかなというふうには思っています。 

○議長（青木一夫君）  総務部長大森 勝君。 
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○総務部長（大森 勝君）  自家用有償バス関係についてお答えを申し上げたいと思います。 

 自家用有償バスにつきましては、旧烏山町で行っておりました４路線、わらび荘、滝見谷、

高部、市塙の４路線のバスの使用料をここに計上したものでございます。 

 以上です。 

○議長（青木一夫君）  ２５番菊池俊夫君。 

○２５番（菊池俊夫君）  市長にお尋ねしますけれども、旧南那須で従来運行していた町有

のバスについては、かつて先々代橋本宏氏が元気づくりの構想として発想したもので、烏山に

も今あるこう会というのがあるようでございますけれども、こういう団体が使用することにつ

いては４月１日以降新年度からは対象から外すという話をちょっと耳にしているのであります

けれども、この旧南那須でやってきていたイスウルについては、地域住民の活動のかなり有効

な柱になっていると思うので、４月１日以降のイスウルに対する扱いがどういうふうになるの

か、お伺いをしたいと思います。 

○議長（青木一夫君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  詳細は総務部長からお答えをさせていただきますが、当然旧南那須

町の事業、旧烏山町の事業、合併後サービスを落とさないで継承するという原則に立っている

ものと私は理解をいたしておりますので、そういたしますと、イスウル運動の中でも今までは

そういった活用をさせていただいたということでございますから、燃料費、そしてその基準が

ございましたけれども、そのような経費はかかるというふうに理解をいたしておりますが、そ

のような理解で継承されるものと理解をいたしておりますが、確認の意味で総務部長から答弁

をさせます。 

○議長（青木一夫君）  総務部長大森 勝君。 

○総務部長（大森 勝君）  町有バスの運行関係だろうと思います。現在、２台ございまし

て、これらの運行につきましては、市長が今、答弁いたしました燃料費関係、また運転士等の

費用が当然かかるわけでございまして、運転士の費用等につきましては利用者持ちということ

で現在調整をさせていただいております。そのほかに、県外とかいろいろの問題等が出てくる

わけでして、利用の団体をどこまで制限するかという問題も当然あるわけでございまして、こ

れらについては、今後個々の例を見ながら詰めさせていただきたいというふうに思っておりま

す。 

 以上です。 

○議長（青木一夫君）  ２５番菊池俊夫君。 

○２５番（菊池俊夫君）  従来旧南那須においては、１００キロを限度とするということと、

キロ当たり７０円の燃料代を出していたということがございますけれども、このイスウル活動
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については地区活動で非常に効果を上げてきているという認識をしているものですから、先ほ

ど来ご答弁いただいているように、４月以降も有効に働かせるようにお願いをいたしまして、

質問を終わります。 

○議長（青木一夫君）  答弁はよろしいですか。 

○２５番（菊池俊夫君）  結構です。 

○議長（青木一夫君）  ２２番樋山隆四郎君。 

○２２番（樋山隆四郎君）  一般会計について２点ほどお伺いをいたします。 

 まず、第１点は、一般会計の投資的経費ともう一つは義務的経費であります。このバランス

が他の市から見ると、とんでもないほどの開きがあるので、これをどういうふうに考えている

のか。 

 もう１点は、中学校の統廃合にあたって、通学路の安全確保ということでありますが、その

危険箇所をどのぐらい認識をしているのか。投資的経費と義務的経費、義務的経費というのは

人件費、扶助費、公債費、これは何でもかんでも出さなくちゃならない。大体類似団体で壬生

が４万人の人口ですが１０５億円の予算なんです。投資的経費が１２億９,０００万円あるわ

けです。同じ那須烏山市は１０５億円、８億３,０００万円しかないんです。高根沢なんかに

行きますと９０億円の予算でも１４億９,０００万円ほどあるんです。 

 こういう構造は、これからの財政運営に非常に大きな支障を来すのではないのか。どうして

も義務的経費を減らさなければいけない。こういうふうに義務的経費が高いと大変なことにな

るんです。１０５億円、この予算であった壬生は義務的経費が４２億円しかないんです。那須

烏山市は５３億９,０００万円です。これではサービスができない。こういう状況であります

から、この辺をどういうふうにこれから改善するのか。あるいはどういうふうにしてこの運営

をしていくのか。この点、先ほど申しました通学路の安全確保、危険箇所の認識はどうか。 

 以上であります。 

○議長（青木一夫君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  一般質問の続きというようなことになるかもしれません。ご案内の

ように、人件費を初めとする義務的経費が１０５億円のうちで約７０億円ということは、極め

て財政力指数が厳しいということを地で言っているような経費内容になっております。したが

いまして、１００億円から１０５億円というパイは当面変わらないと思いますから、この中で

の消費的経費から投資的経費の移行しかないと思っております。その中でも、人件費、補助費

等の先ほどから問題になっているようなその辺を縮減して、投資的経費に回す以外にないのか

なと考えております。 

 小中高の統合問題についても触れられましたけれども、これらについては今度１３校という
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ことになりますけれども、その中で私もできる限り現場を見てまいりましたけれども、当面こ

の防犯灯、こさ刈り、できることは対応させていただくというのは、今議会で補正も含めて発

言をしているところでございますが、そういったところでかなわないところはスクールバス対

応といったところも考えていきたい。このようなことは明確に私も考えて判断をいたしており

ます。したがいまして、各学校ともその危険箇所については必ずあるといふうに認識をいたし

ておりますので、その対応について、まず子供たちの通学路安全確保を最優先といたしまして、

今後の道路整備等を中心に対応していきたいと思います。 

○議長（青木一夫君）  ２２番樋山隆四郎君。 

○２２番（樋山隆四郎君）  投資的経費と消費的、義務的経費は、きょう、あしたというわ

けにはいきませんが、非常にこの問題は重要な問題でありますから、これは財政運営の中でど

こをどういうふうにカットして投資的経費に回すのか、この研究は十分にやっていただきたい

というふうに考えるわけであります。 

 統合問題でありますが、危険箇所の認識は、答弁はないんですか。認識していない。箇所。 

○議長（青木一夫君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  私はこの教育委員会の広告の中で危険箇所のマップというものは地

図に落としているはずでございますので、そういった危険箇所等については教育次長のほうか

らお答えさせていただきたいと思います。 

○議長（青木一夫君）  教育次長堀江一慰君。 

○教育次長（堀江一慰君）  通学路の危険箇所等につきましての認識の件でございます。詳

細の把握等につきましては、今、市長お答えのとおりでありますが、箇所づけ関係については

学校あるいは保護者のほうから学校を通して危険箇所だろうと思われる箇所等については、詳

細上がっているようでございますので、個別的な部分について議員のご指摘等があればと私は

思っております。 

 以上です。 

○議長（青木一夫君）  ２２番樋山隆四郎君。 

○２２番（樋山隆四郎君）  来月からもう通学するわけです。この箇所の把握とその箇所に

対してどういう対応をするのか。こういう緊急の問題でありますが、まず第１点はあそこの歩

道、通学路指定になっている歩道を自転車で通ったことがありますか。あれではとてもじゃな

いですが、みんな生徒は車道に出ます。あの歩道を自転車で行くほどいい舗装ではありません。 

 それともう一つは、下野大橋を下って、突き当たりのカーブ、今度あそこに自転車通学の生

徒と逆に烏山のほうから下境に向かう車、下境から烏山へ来る車はあのカーブをぎりぎりいっ

ぱい左いっぱいでないとカーブできないんです。あそこは皆さん危ないんです。そこに今度は
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自転車が入るんです。一番危険な箇所なんです。こういう現場を視察しなければ、あそこで事

故が起きた。まさかあそこで起きないだろう。あそこを通っている人はわかると思いますが、

みんな内側に入ってくるわけです、下境から来る人は。そして、本郷製作所のほうから下境へ

入る人はぎりぎりでここへ入ってきて、そうするとあそこは左側通行の子供たちが来るわけで

す。 

 そういうところに監視員を置かなければ、万が一スタート時点ですぐ事故、それともう一つ

は農免道路との交差です。農免道路との交差は逆に中学校へ行くときはいい、帰るときです。

これはもうほとんど見通しがきかないんです。それともう一つはバイパスの横断、鉄道の横断、

そして２９４号線の横断、こういう危険箇所があるわけでありますが、横断歩道をつける、あ

るいは交通監視員をつける、信号を早めにつける、こういう対策を４月からもう学校がスター

トするわけであります。その対応がいまだにできていないということであれば、これはゆゆし

き問題であります。万が一、そこで自転車通学の子供たちに事故が起きたらどういうふうなこ

とになるのか。 

 ですから、私はこの統廃合あるいは中学校の統合というときには、必ずそういうものを前も

ってやりなさい。今、市長から答弁があったように防犯灯もきました、９個つけてもいい。そ

のほか歩道の問題、こういう危険箇所をまず解消しなければ、万が一事故があったときにこの

統廃合のときの行政のミスというわけではありませんが、こういうものを突かれた場合にどう

いうことになるか。 

 それともう一つは、この統廃合を実施したわけでありますから、境中学校で使う施設整備費、

本来ならば使わなくちゃならないのがなくなるわけでありますから、これを今烏山中学校の校

庭ではなくて、校舎の周りの道路状況が非常に悪い。雨が降ると水たまりができてどうにもな

らない。この校舎周辺の舗装整備だけでもやっていただかなければ、学校が１つ減った。学校

施設整備費をふやして、そしてあの校舎の周辺の整備をしなければ、雨のとき子供らが飛んで

歩いたって間に合わない。穴がいっぱいあって、そこに水がなみなみとたまっているわけであ

ります。それは車が通るからであります。車はあそこを通らないようにするわけにいかないん

です。ですから、この辺の状況をどういうふうに考えているか、ひとつお願いをいたします。 

○議長（青木一夫君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  烏山中学校、小学校周辺、そして各小中学校の合併に伴う防犯ある

いは子供たちの安全対策については、就任以来申し上げておりますとおり、万全を期してやれ

ることはやりたいと明確にお答えをしてきました。したがいまして、こさ刈り、防犯灯の設置

等はそのようなことで補正も含めて答弁をしたとおりでございますが、もちろん道路整備につ

いても最優先で考えるということで、ご案内のように道路整備については早急にはなかなかで
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きないこともご理解をいただきたい。ただ、そういったところで国道を渡る、そして危険箇所

を渡る、ＪＲ線を渡る、そういった対応はというようなことについては、今のことを早急につ

けるという考えは今ございませんが、道路等についてあるいはそういったことについてどうい

うような実態なのかは、現場の教育委員会等はよく承知をしていると思いますので、実態をさ

らに把握しながら、そのような監視員制度なども検討していかなければならないと思います。 

 それと、周辺の道路整備でございますが、そのようなことでＰＴＡ会長さんとしては見るに

耐えかねるというような状況のようでございますので、私は実態を把握いたしておりません。

そのようなところでございますから、子供たちの通学安全のためには、やはりどうしても雨で

も自転車通学ということが原則でしょうから、そういったところをよくつぶさに見まして、対

応できるところは大いに対応していきたいと思っております。そのようなことでひとつご理解

いただきたいと思います。 

○議長（青木一夫君）  ２２番樋山隆四郎君。 

 休憩いたします。 

休憩 午後 ４時５４分 

 

再開 午後 ４時５７分 

○議長（青木一夫君）  再開いたします。 

 ここでお諮りいたします。本日の会議は予定された案件が残っているため、あらかじめ延長

したいと思いますが、ご異議ありませんか。 

〔「異議なし」の声あり〕 

○議長（青木一夫君）  ご異議なしと認めます。 

 よって、本日の会議は延長することに決定いたしました。 

 １８番郡司昭三君。 

○１８番（郡司昭三君）  私のほうから、同僚議員からも一般質問の中、あるいは今いろい

ろと質問がございましたが、地方分権にふさわしい総合計画の策定でありますが、９２９万円

もとってございますが、私はこの間の一般質問の中でも、市政の中での市民、あるいは幅広い

いろいろな意見、尊い幅広い識見を持った議員によって、まちづくりの委員会を立ち上げる。

あるいは行財政の改革を断行するというようなお話は十分私も理解をしておりますが、この中

で私は特に市の職員についてお尋ねをしたいと思いますが、市民のいろいろな幅広い声という

ものは貴重なものでありますが、なかなかこれをまとめて実際に実行するということになりま

すと、かなり時間的なことがかかります。したがいまして、私は職員の中からいろいろ新しい

新構想案とかあるいは改善の提案とか、そういうものを積極的に総務課あたりがとりまして、
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それを幅広く職員に周知徹底させて、市長が言われますように市民の目線に立った改革をやっ

ていく。とりあえず新しい方向としては職員の考え方をまとめるというのが一番早いのかなと

いう感じがしますので、この辺について総務課あたりでどういうような改善提案、あるいは声

を聴取しているかお聞きしたいと思っております。 

○議長（青木一夫君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  職員については那須烏山市の地域のまちおこしのリーダーになるべ

きだといったご提言は、まさに私も同感でございまして、この会期中にも何度もそのようなお

話をさせていただきました。この職員の提言制度につきましては、まちづくり委員会にも参画

をさせるという形で私は進めていきたいと思いますけれども、そのほかに提言制度なるものは

旧町でもそのような制度があったと私は記憶いたしております。さらに拡大をする意味でそう

いった提言制度、本当に職員が提言をしてまちづくりに参画をさせる。そういった環境づくり

が大変大切だと思っておりまして、そのことはまさに同感であります。そういった提言制度な

るもの、こういったことについての確立に向けても早急に検討してまいりたいと思います。 

○議長（青木一夫君）  １８番郡司昭三君。 

○１８番（郡司昭三君）  今、市長から考え方をお聞きしたわけでございますが、私はもう

既に、合併に入る前からこういうものが実施されていると思っておりますが、できれば今回そ

の提案の資料等を提出していただきたいというふうにも考えていたのですが、もしあればあと

の機会でも結構ですから、こういう改善提案などをやっておりますというものがあれば、出し

ていただきたいと思っております。 

 何と言いましても、やはり一番我々が信頼できる職員の皆さんが一つになって改善をしてい

くという意識の改革ができないと、この新しい那須烏山市の振興発展には結びつかないと思っ

ておりますので、ぜひとも一つお願いをいたしたいと思います。 

 次に、小中学生の海外研修についてお尋ねをしたいと思いますが、旧南那須町では小学生、

中学生あるいは中国の方から青海省あるいは浙江省あたりとも緊密な連絡をとりながら、酪農

あるいは一般的な交流をやっておりますが、今回の中には４２７万２,０００円の予算が入っ

ておりますが、この小学生あるいは中学生の海外派遣については、子供に大きな夢と希望を与

えるということもありますし、外国を肌で感じて、日本の姿勢というものも反省点があるわけ

ですから、この海外研修というものを市長はこれからもずっと続けいくつもりかどうか。ある

いはやっていきたいという希望があればお聞かせいただきたいと考えております。 

○議長（青木一夫君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  小中学生の海外派遣事業は生涯学習の一環といたしまして、子供た

ちのこれからの国際感覚、そしてグローバル感覚を身につけるためには、海外研修というのは
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必要だろうということから、この青海省につきましては酪農家が２０年前から研修制度を取り

入れていくことによりまして、旧南那須町で３年前から始めた事業でございます。 

 それと、アメリカのウィスコンシン州メノモニー市につきましては、中学校２年生を対象と

いたしました派遣事業でございます。これも今後、那須烏山市、旧烏山町にも拡大をいたしま

して平成１８年度は先ほど議員ご指摘のとおりの拡大をした形で事業を進めることにいたして

おります。そのようなことで、このような事業も４２７万円に膨れ上がっているというような

こともご理解をいただきたいと思います。 

○議長（青木一夫君）  １８番郡司昭三君。 

○１８番（郡司昭三君）  中学生あるいは小学生の海外研修につきましては、私ども帰国後

の報告を聞いておりますが、子供たちは非常に目を輝かし、そして満足感といいますか、外国

をつぶさに見た状況をいろいろな意味で話してくれます。本当に心強く思っております。そう

いうことでぜひともこれは続けていっていただきたいというふうに考えております。 

 それから、４３ページなんですが、塵芥の収集の処理費が３億５,６００万円かかっており

ますが、これはこれからの非常に大きな問題点になってくると思っております。今は県外に委

託をして残さの処分等はやっているわけでございますが、将来的には自分のところは自分で処

理を考えなくてはならないということになるのかなと考えておりまして、これはもうどういう

ふうにその処分場を考えなくちゃならんかということも視野に入れておかないとならないのか

なと思っておりますが、市長の見解をお聞きしたいと思います。 

○議長（青木一夫君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  お答えをいたします。塵芥処理問題は３億５,０００万円という多

額の費用になっておりますが、その多くは広域行政負担金で２億８,０００万円強あります。

ごみの収集等を含めてプラス６,０００万円ぐらいがその予算に入っている実情でございまし

たが、塵芥処理の考え方、これは広域行政の考え方にも一致するわけでございますけれども、

収集も含めて今、燃えるごみについては燃やしているというようなこととかを考えまして、今

は焼却灰を福島県の小野町、そしてもう一つ米沢にお願いをしているという状況があるんです。

今度小野町もこれから有限でございますから、あと二、三年で満杯になるものですから、青森

県の三戸町に、これは同じ会社でございます、に委託をする予定でございまして、恐らくこれ

からは福島の小野町がいっぱいになれば、山形県ということでございますが、当面料金は同じ

でございます。１立米３万円でございます。ですから１０トン車で運ぶと、もう三十数万円か

かっているということなんですね。そのようなことも負担金がかさみますので、今後のごみ処

理のあり方をどう考えるかということも私は今、組合長として考えているんですが、これは灰

を出さないためには溶融が一番いいのであります。溶融で、骨材といってもすぐには道路の下
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に敷けないんだということもあるんですが、もう少し細かく砕けばとれるということもあるの

で、その辺をどのような方向にもっていくかということを、今、広域を中心に研究をさせてい

るところなんです。 

 今度の那須町の広域でできるのは、実は溶融施設なんです。セットで１００億円だそうです。

そういうことでございますので、先進市町は溶融化に向けて単独で処理をするんですね。そう

いうこともやはり視野に入れなければならないと思っております。いずれにいたしましても、

塵芥処理については収集業務から収集箇所の問題、そしてそれを広域に持っていって燃やして

いるところの実情、最後の最終処分までの一連の見直しが必要であろうというようなことしか

答弁できませんので、ご理解いただきたい。いろいろと研究していきたいと思います。 

○議長（青木一夫君）  休憩いたします。 

休憩 午後 ５時１０分 

 

再開 午後 ５時１１分 

○議長（青木一夫君）  再開いたします。 

 ほかに質疑はありませんか。 

〔「なし」の声あり〕 

○議長（青木一夫君）  質疑がないようですので、議長において議事進行し、これで質疑を

打ち切ることにご異議ありませんか。 

〔「異議なし」の声あり〕 

○議長（青木一夫君）  異議なしと認めます。 

 よって、これで質疑を終結いたします。 

 お諮りいたします。ただいま上程中の議案第１号から議案第９号までの平成１８年度那須烏

山市一般会計・特別会計・事業会計予算については、各常任委員会に付託したいと思いますが、

ご異議ありませんか。 

〔「異議なし」の声あり〕 

○議長（青木一夫君）  異議なしと認めます。 

 よって、議案第１号 平成１８年度那須烏山市一般会計予算から議案第９号 平成１８年度

那須烏山市水道事業会計予算までの９議案は、所管の常任委員会に付託することに決定いたし

ました。 

 なお、担当部、課、局は次のとおりといたします。 

 総務企画常任委員会、総務部総務課、企画財政課、税務課、会計課及び議会事務局。 

 文教福祉常任委員会、市民福祉部、市民課、福祉課、健康課、教育委員会、学校教育課、生
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涯学習課、スポーツ振興課。 

 経済建設常任委員会 建設部管理課、建設課、水道課、下水道課、経済環境部農政課、商工

観光課、環境課。 

 以上のとおり、各常任委員会に付託いたします。 

   ―――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○議長（青木一夫君）  以上で本日の日程は全部終了いたしましたので、本日はこれにて散

会いたします。 

 大変ご苦労さまでした。 

［午後 ５時１４分散会］ 


